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提言発表提言発表提言発表提言発表    
    

【発言者一覧】発言順 
 
・江口克彦（えぐち・かつひこ） 

ＰＨＰ総合研究所副社長 
・永久寿夫（ながひさ・としお） 

ＰＨＰ総合研究所第二研究本部長 
・南 学 （みなみ・まなぶ） 

静岡文化芸術大学助教授・横浜市参与 
・真田幸光（さなだ・ゆきみつ） 

愛知淑徳大学教授 
・西澤正樹（にしざわ・まさき） 

パス研究所社長 
 
司会司会司会司会 大変お待たせいたしました。本日はま
ことにご多忙のところ、この「地域経済活性
化プラン」提言発表ならびにシンポジウムに
ご出席いただきまして、ありがとうございま
す。私は本日進行役を務めます、ＰＨＰ総合
研究所の土井系祐と申します。どうぞよろし
くお願い申し上げます。 
それではまず最初に、ＰＨＰ総合研究所の
副社長、江口克彦から、一言ご挨拶させてい
ただきます。 
 
江口江口江口江口 みなさんこんにちは。どうもお忙しい
ところお集まりいただきまして、大変ありが
とうございます。みなさん既にご承知のよう
に、この頃少し景気というか経済が明るいか
な、というような意見も出て参りまして、実
際のところ株価も、今日だと１万８６６円と
いうような、年初来の高値らしいんですが、
株価がどんどん･･･というよりも徐々に上がっ
てきているということになるんでしょうけれ
ども。あるいはまた、経営者のアンケートを
やりましても、４０パーセントぐらいは若干
景気に明るさが感じられる、というようなこ
とを言い出しまして。 
まあ、そういうようなことで。何となく、

これからも景気が良くなっていくのではない
だろうか。ゆっくりだけれども、良くなって
いくかもしれないなと、心の中でみなさん思
っておられるかもしれませんけれども、私は
個人的に言うならば、まだまだ慎重派という 
か警戒派というか、極端に言えば悲観的な見

方をしております。 
 第一、アジアの非常に低賃金なところと競
争しなければいけない。冷戦構造が崩壊して、
東西の境界線がなくなって、安い賃金で物が
つくれるようになり、言ってみればグローバ
ル化というようなことになるわけであります
けれども、どんどん安い物が入ってくる。そ
れに対抗していかなければいけない、という
ようなこともあります。 
 それからもう一つはＩＴ化。ＩＴ化によっ
て、いままで１０人でやってたものを２人で
やるということになったら、８人はリストラ
しなきゃいけないというようなことになって
くる。それだけじゃなくて、コストも価格も
抑えていかなければいけないというようなこ
とになってくる。 
あるいはまた、金融改革というようなこと
で、それまで銀行から金を借りるということ
だけが唯一の、というわけじゃなかったんで
しょうけれども、まあ、そういうところに比
較的限られていたものが、今度はもう、そう
いうような枠を外されて、どっからでも資金
調達ができる。社債やＰＣトレードといった
マーケットができるというようなことによっ
て、企業が直接資金を集めるということにな
ってくる。このようなところからすると、そ
れこそなかなかデフレ状況から脱却するとい
うことはむずかしい状況になってきている、
というふうに思うんです。 
 私は、正直言うと、デフレと不況とってい
うのは必ずしも一致しないというふうに思う
んですね。デフレだから不況かっていうと、
必ずしも常にそうでもない。インフレの時に
不況と好況があったように、デフレの時も好
況も不況もあると。要するに好況というのは
お金が動く。ですから、デフレの時でも、お
金が動けばいいわけですから、お金を動かせ
ばいいんですけれども、いまはそのお金が動
かなくなってしまっている、というようなこ
とになってきているわけでありますけれども、
それをデフレ不況という。デフレと不況が２
つ重なってしまっているわけなんですね。こ
れから何とか脱却しなければいけないという
ようなことです。 
 私は、日本の経済が非常に厳しいのではな
いかというような見通しを持ってる、と申し
上げましたけれども、本当に悲観的になって
るかっていうと、決して１００パーセント悲
観的というだけではなくって、若干は望みが
ある。それは何かと言うと、日本の経済を支
える基本的なインフラというもので、日本の
高い技術力や、あるいはまたノウハウ、ある
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いはまた優れた人材、勤勉で優秀な人材、こ
ういう存在が、やっぱりこんにちのデフレ不
況から脱却する一つの要因ということになる
かもしれない、ということであります。 
 しかしそれにしても、正直言いますと、私
は、『脱中央集権国家論』という本を書きまし
て、かなりの反響があったわけであります。
特に、各地方・地域の方々から反響をいただ
いたわけでありますけれども、もう日本の国
には、中央を頼りにすることはなかなかでき
ないというよりも、すべきじゃないというふ
うに思うんですね。 
 霞が関を頼りにしようったって、国全体で
７００兆円の財政赤字になっているだけじゃ
なく、もう、言ってみれば規制だとか、ある
いはまた腐敗だとか怠慢だとか、もう中央集
権は諸悪の根元だと思うんですけれども、こ
んなところを頼りにしていてもしょうがない、
というふうに私は思うわけです。もう私は、
地方のそれぞれの自治体は、中央を見捨てる、
中央の霞が関っていうか政府を見捨てる時だ
というふうに思いますね。 
 いつまでも中央におんぶに抱っこじゃない
ですけれども、中央を頼りにするような地方
政治を展開していても、地方は絶対に浮かび
上がることはできない、というふうに私は思
ってるわけです。いまこそ地域が、地方が、
中央を見捨てて、自分たちで自分たちの道を
切り開いていく、というようなことを積極的
に考えていく必要があるのではないだろうか、
というふうに思うわけであります。 
 無駄な物をつくり、借金を増やしてきたの
は、現在の中央集権。そんなところに頼って
ちゃいけませんよ、という気持ちが私には強
いということであります。こういう体制を崩
して、いまこそ生産的に行政を行っていく。
つまり、地域主権の確立というものが必要で
はないだろうか、というふうに思うわけであ
ります。 
 そのためには、しっかりした地域の財政基
盤をつくっていかなきゃいけない。しっかり
した財政基盤をつくっていかなければならな
いということであるならば、それぞれの地方、
それぞれの地域が、地域経済を活性化させる
ということに全力をあげなければならないの
ではないだろうか、ということであります。
もうそういう意味で、地域・地方は、中央を
見捨てて、そして自立すると。とりわけ地域
経済の活性化をはかっていくことが大事では
ないだろうか、というふうに思うわけで。 
 今回の提言はそうしたことを前提にしなが
ら、いかにすれば地方自治体が地域経済を活

性化させていけるか、その具体的な方法を、
長い間メンバーの先生方が検討してこられま
した。その結果を、少しでも自治体経営のお
役に立てばということで、マスコミの方々に
もご出席いただいておりますけれども、今日、
発表させていただくということでございます。 
ひとつ、最後まで是非ご静聴をたまわれば
と。また積極的に、あと、それぞれ、きょう
は自治体の方もたくさんおいでいただいてま
すので、それぞれの自治体の現場現場という
ところからのご質問もあろうかと思います。
どんどん質問をしていただいて、そして、で
きればパネリストの先生方を立ち往生させる
ぐらいの質問をしていただければ大変ありが
たいというふうに思います。これから４時ま
で、ひとつよろしくお願い申し上げます。ど
うもありがとうございました。 
 
司会司会司会司会 それでは、早速、第一部、提言発表に
移らせていただきます。まず、提言発表者の
ご紹介をさせていただきます。向かって右側
より、愛知淑徳大学教授の真田幸光さんです。
（拍手） 
  
真田真田真田真田 よろしくお願いいたします。 
  
司会司会司会司会 次に、パス研究所社長の西澤正樹さん
です。（拍手） 
  
西澤西澤西澤西澤 西澤でございます。 
  
司会司会司会司会 そして、静岡文化芸術大学助教授で、
横浜市参与もされてます。南学さんです。（拍
手） 
 
南南南南        よろしくお願いします。 
 
司会司会司会司会    最後に、弊所の第二研究本部本部長の
永久寿夫でございます。（拍手） 
  
永久永久永久永久 よろしくお願いします。 
    
司会司会司会司会 では、第一部は、お手元にお渡しして
おります黄色の『地域経済活性化プラン』の
冊子をご覧いただきながら、１４時をめどに
ご説明のほうさせていただきますので、よろ
しくお願い申し上げます。 
 
永久永久永久永久 本日はどうもありがとうございました。
私のほうからは、提言の趣旨と概要について
お話をさせていただきたいと思っております。 
いま、江口のほうからも話がありましたけ
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れども、これから日本の将来のことを考えま
すと、地域主権と言いますか、地方分権をど
んどん進めていく必要があるということなん
ですけども、そうしますと、自治体のほうは、
自らの財源で自立していかなければいけない、
という状況になっていくわけです。 
 さらに言いますと、自治体は財源確保のた
めに、自らの力で地域経済の活性化をはかっ
ていかなければならないということでして、
自治体のみなさまは、いま大変努力されてい
る状態ではないのかというふうに思います。 
 そうした中で、私どもが着目しましたのは、
中国を中心とする東アジアの経済です。今年
はＳＡＲＳとかいろいろありまして、来年の
冬もまた猛威を振るうんじゃないかというふ
うにも言われておりますけども、依然として
中国を中心とした東アジアの経済というもの
は、すさまじく発展をしておると。７～８パ
ーセントぐらいの経済成長をしているという
ような状態です。 
 そういうような状態で、新しい需要という
ものがそうした国々から出ています。日本の
高い技術力、ノウハウ、品質の高い製品とか、
そうしたものに対する需要が、中国、東アジ
アのあたりでどんどんどんどん高まってきて
いるという状態にあります。 
 ひるがえって日本のほうを見ますと、地域
地域でいろいろ企業があるわけですけれども、
日本の中小企業といいますのは、日本全体の
企業の中で９９パーセントもあるわけでして、
さらに従業員で言いますと、７０パーセント
ぐらいが中小の企業に勤めてらっしゃると。
だけども、何か最近ここのところ元気がない。
不況でずっと元気がないというような状態を
続けています。 
 どうしてこういうように元気がないかとい
いますと、いろいろ個々によって事情がある
わけですけれども、だいたいの中小企業は、
大企業からの安定した需要によって支えられ
てきた。しかし、この不況によって、大企業
のほうが生産調整をやってくる。そうします
と需要がなくなってくる。結果的に、中小企
業のほうは、供給しなくてよいというか、供
給できなくなってくるということで、どんど
ん困っていって、最終的には倒産するという
ような企業も多くなってきているわけです。 
 こうした中小企業といいますのは、これま
で安定した需要があったわけですから、なか
なかマーケッティングという努力はしなくて
もすんできたわけです。ですから一方で、中
国あたりで日本のノウハウとか技術力とか、
そういう需要が高まっているにもかかわらず、

一方でそれを持っているにもかかわらず、マ
ーケティングをしてきたことがないために、
需要にマッチすることができない、というよ
うなことが往々にして見られる、ということ
が言えると思います。 
 この地域地域の中小企業と、この中国を中
心とした東アジアの経済を、ダイレクトに結
びつけることができたなら、これからの日本
の経済にも一筋の明かりが見えてくるのでは
ないか、というふうに我々は考えたわけです。
現実的に、中国、東アジアを中心とした、こ
うした需要に対応するかたちで、一時衰退し
てきたと言われてました重厚長大産業が、ま
た息を吹き返しつつあります。こうしたこと
も中小企業にとってはいいケース、いい参考
事例ということで見ることができるんじゃな
いでしょうか。 
 そして、自治体のこれからの役割といいま
すのは、この海外の需要と、国内のこうした
中小企業、そうしたものを結びつけるジョイ
ントの機能、こうしたものが重要になってく
るのではないかというふうに考えました。こ
れが私どもが研究会を始めた問題意識、趣旨
でございます。 
 提言の構成ですけれども、３つの戦略と９
つの施策というふうになっております。黄色
い報告書、お手元にあるかと思いますが、こ
れの３ページに全体の構成が書かれておりま
す。 
 戦略１。これは５ページに詳しく書いてお
りますけれども、「戦略的な地域産業政策を打
ち立てる」ということです。産業政策といい
ますと、これまではだいたい国の仕事という
ように考えられていました。ですがこうした
現在の状況を考えますと、地域地域の活性化
をやっていかなければならない。しかし地域
の現状を知っているもの、特性をよく知って
いるものは、国ではなくて、その地域の自治
体なわけです。その自治体が地域の特性、比
較優位などに根ざした独自の産業政策という
ものを、これからは戦略的につくっていく必
要があるんだろうと思います。特に企業、情
報、技術、人材などが集約された特定の分野、
産業クラスターということができると思いま
すが、そうしたものに注目して、戦略的な産
業政策を打ち立てていく必要があるのではな
いか、ということが戦略１です。 
 戦略２は、先ほどの説明にもありますけれ
ども、「グローバルな地域経営を考える」とい
うことです。中国、東アジアのことを考えま
すと、これはもう、特に機械産業において、
国際的な水平分業がなりたちつつあります。
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そうしたものに注目して戦略を立てていく。 
 さらには、昔でいいますと、日本が中国・
東アジアに対して、直接投資をしていくとい
うことが非常に多くありました。それによっ
て地域が空洞化してしまう、日本が空洞化し
てしまうというようなことがありましたけれ
ども、これから、いまの東アジアの発展を見
ますと、逆に中国・東アジアの企業が、日本
に直接投資してきたいというような傾向も、
徐々にですけれども、大きくなりつつある。
こうしたものに注目して戦略を練っていった
らどうかということです。 
 自治体におきましては、地域で事業展開を
している中小企業を、これを今度、国際的な
マーケットに展開できる中小企業、あるいは
中堅企業になるように推進していく。こうし
た役割が求められているのではないか、とい
うふうに思います。 
 戦略３は７ページにございますが、「モノで
はなくヒトに投資をする」ということです。
グローバルな地域経営を戦略的に行うという
には、それなりに、それに適した人材が必要
になろうかと思います。もちろん各自治体に
は非常に優秀な人材がいらっしゃると思いま
すけれども、こうした観点から言いますと、
やはり専門的な方々が必要になる。そうした
人材を自治体の中から新たに育てていく。ま
た、さらには、外部からも取り入れていくと
いうような、そうした新しい人材の戦略が必
要であるというふうに考えます。 
 まあ、これまで行政改革、行政の生産性を
高めるといいますと、コスト削減。さらにそ
れイコール人員削減という概念がありました。
人的投資をするということは、これは何か
「悪」であるというような感覚が、なきにし
もあらずでございますけれども、実はさらな
る発展には必要不可欠。むしろ費用対効果を
考えたら、人に投資をするというのが一番効
果的ではないかというように思います。もち
ろん企業誘致とか、そうしたいままでのやり
方も必要かと思いますが、そうしたものをさ
らに活かしていくためにも、新しい人材とい
うものが必要になってくるのではないかと思
っております。 
 こうした３つの戦略に立ちまして、われわ
れは９つの施策というものを考えました。た
だ、施策と言いましても、自治体には個別個
別に固有の特性があります。したがいまして、
私どもがここで挙げましたのは、基本的な考
え方、スキームといったものでして、具体的
には、自治体にそれぞれに臨機応変で対応し
ていただけるようなものになっているかと思

います。しかし、それでありましても、基本
的な考え方はこういうものにしたらいかがで
しょうか。組み立てとしてはこういうものは
いかがでしょうか、というようなかたちにな
っております。 
 その９つの施策については、これからメン
バーの方々からお話をしていただければと思
っております。私のほうからは以上です。 
  
南南南南 それでは、続きまして、施策の個別の説
明を進めさせていただきます。私と西澤さん、
それから真田さんと、それぞれいろいろ担当
しておりまして、順番が入れ替わっていきま
すが、みなさんのお手元のページ、８ページ
から、施策の１から、順番に説明していく、
ということにしたいと思います。 
 まず私の担当しているところで、施策の１
番の、「投資と地域発展の循環モデルの作成」
から始めたいと思います。ここに書かれてい
ることは当然だろう、ということになると思
うんですが、いままでの地方自治体における、
いわゆる産業政策というものが一体何だった
かということで、まず問題提起をさせていた
だきました。 
 ご承知のように、たぶん皆様方自治体から
いらっしゃった方も多いと思うんですが、じ
ゃあ、自治体の産業政策っていうのはあった
か。あるいは、いまあるというふうに明確な
答えを出せる所は、意外と少ないんではない
かと思っております。 
 つまり様々な経済関連の施策は、みなさん
の自治体でお持ちだと思いますし、私自身も、
実は大学に移る前に横浜市役所に２０年以上
勤めておりましたので、その中の特に経済局
という部署にもおりましたので、その経験上
言いますと、基本的に自治体の産業政策その
ものは、産業政策と言いながらも、やはり企
業の誘致、あるいは地場産業の振興、さらに
は地元、特に中小企業ですね、これは大企業
は絶対含まれないわけですが、中小企業の制
度融資を中心とした経営支援と。それから一
部では技術支援ですとか、経営診断だとかっ
ていうことがある。それから県の段階、ある
いは中核市以上ぐらいの規模になりますと、
中央卸売市場というのがありまして、ここで
中央卸売市場が経済的な部局の中に編入され
て、それもひとつの経済政策をなすというよ
うなこともあります。 
 言うなれば、その辺のレベルでありまして、
実際にマーケティングというふうに、永久さ
んからもお話がありましたけれども、この知
識の特性が何であれ、世界経済がどういうふ
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うに動いて、それから日本の経済がどう動い
て、この地域としてはどの産業に重点的な投
資をしながら、なおかつその投資がどういっ
たかたちでリターンをするのか。あるいは、
その地域福祉にとってみて、税収でカバーす
るのか雇用でカバーするのか。あるいはブラ
ンドイメージのアップにするのか、というよ
うなことについての戦略というのは、いまま
でなかなか考えにくかったということがある
と思います。 
 施策の第一の問題意識は、まずそういった
意味で、これからの地域での産業政策という
ものを考えていくひとつの視点として、やは
り重点的な戦略性というのが必要だろう、と
思っているわけです。この辺は意外と、戦略
的とか重点的というのはやっているというの
かもしれませんが、ここで申し上げておりま
す戦略性、重点性というのは、まさに全庁的
な、あるいはその自治体にとってみて、重点
的な施策の何本の指に入るか、というレベル
の話でありまして、決して部局レベルの重点
的なものという意味ではありません。そうし
たぐらいの、全庁的に取り組むべき福祉、あ
るいは産業とか、３本から５本ぐらいの柱の
内の一つに位置づける、というぐらいの戦略
性が必要であろうということであります。 
 こうした戦略性を立てながら、いままでは
工業団地、あるいは工業水道とか、様々な道
路ですとか、投資をしてきたわけですが、今
度はこれを戦略性に基づく投資ということに
関して、そのリターンというものを必ず考え
る、ということが必要であろう、ということ
であります。 
 こうした中では、９ページの上の事例で、
三重県のクリスタルバレー構想っていうのが
ありますが、自治体が９０億円という相当な
多額の資金を一企業に投じるということで、
非常にセンセーショナルな話題になったわけ
です。 
 この時の説明も、この９０億円を投資しな
ければ、シャープがおそらく別の所に液晶の
工場をつくるであろう。そうなると、その周
辺の投資として、どれだけの投資が逃げてい
ってしまうかということで考えた。それで、
逆にこの投資があれば、関連産業も含めて数
千億の出荷が望まれる。あるいは、１万人以
上の雇用が望めるというようなかたちで、１
０年でこの９０億円という投資は税収として
戻ってくる、というようなかたちでのひとつ
のシミュレーションを立てたということで、
いろいろ議論を呼んだわけですが、とりあえ
ず実行されたわけです。 

 もう一つ、８ページの横浜の事例でもあり
ますが、横浜の事例も、これは京浜工業地帯
が次々と空洞化していって、工場の跡地が大
きく空いてしまうという中で、これからの研
究投資型の産業立地をどう進めるかという時
に浮かんできたのが、理化学研究所が新しく
ゲノム総合科学研究センターを立地するとい
う情報です。これは兵庫県と横浜で誘致合戦
になりました。 
 その中では、これだけの投資が行われる場
合に、土地の特性として、京浜工業地帯は非
常に大きな土地所有区分がありますので、非
常に誘致しやすいということと、それから東
京に近い立地で、研究者が非常に就業しやす
いと。それからあとは、横浜市立大学がたま
たま理科系の部門で、この分野でかなり先進
的な研究もしていましたので、連携大学院を
設置するというような条件を提示をいたしま
して、ようやく誘致にこぎつけたわけです。 
 結果的には、ここでいま、１０００人を超
える研究者が毎日仕事をし、この５年間に数
百億円の様々な施設建設その他の投資が行わ
れている、という状況になっております。 
 そういったわけで、これからの投資という
もの考える時には、地域特性と、それから科
学技術、様々な経済動向を見ながら重点的な
投資を行って、しかもそれがどういったかた
ちで地域にリターンをしていくのかというこ
とも説明をしていく、ということが大事では
ないかというのが、施策の第一番ということ
です。戦略的な地域産業政策というかたちで、
いままでの施策ではなく政策として打ち出し
ていくということで、まず第一番目にこのモ
デルの提示をさせていただきました。 
 では、次に……。 
 
真田真田真田真田 それでは２番目の施策についてお話を
します。地域企業へのコンサルテーションの
実施、ということでお話をさせていただきた
いと思いますが。その前に、ちょっと私のほ
うから二つだけお話をさせていただきたいん
です。 
 まず、永久さんのほうからもご説明があり
ましたけれども、今回のこの提言は、議論の
ための議論ではありません。実践をしていた
だくために、われわれ、一応一生懸命考えて
みたつもりでございます。ですから、ここで
はいろいろな具体例を挙げて出させていただ
いていますけれども、みなさま方の自治体で、
こういう点がちょっと事情が違うとか、そう
いうことがあれば、私どもみなさまの所に出
向いていって、私どものアイデアをもう一度
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ご説明すると。そういうぐらいのつもりで提
言発表させていただいおります。その点をま
ずお心に留めていただければと思います。 
 それから二つ目。ビジネスは人、物、金、
情報、そして最近ではそれにスピードが必要
だと、こういうふうによく言われています。
今回のこの提言では、いままで言われてきた、
物、お金ではなくて、むしろ人と情報にもっ
と力を入れていきたいと、そういうかたちで
の提言になってます。私のほうからのご説明
は、お金に絡めたご説明が中心になりますけ
れども、実はこのお金というのは、お金に付
随して大きな物が動くんですね。それが何か
っていうと情報なんですよ。ですから、お金
を通じて情報をどのようにキャッチして、そ
れをビジネス拡大のチャンスとしてつかんで
いくかと、利用していくかと。そういう点で
のご説明をさせていただきたいと思います。 
 この２点をあらかじめちょっとお話をさせ
ていただいてから、２番目のご説明をさせて
いただきたいと思います。 
 さて、「地域企業へのコンサルテーション」。
１０ページ、１１ページと書かれております
けれども、手順とそれから１１ページのイメ
ージ図をちょっとご覧いただきながら、説明
を聞いていただきたいと思います。 
 このコンサルテーションっていうのは、「い
や、もういままでも、われわれの自治体でや
ってきた」と、こういうふうにおっしゃられ
る方々が多いと思うんですけれども、その違
いをちょっとご説明させていただきたいと思
います。 
 まず手順１番で、公募を通じて、地域企業
の新規・既存事業に関するコンサルテーショ
ンを行うと、こう書かせていただいてます。
これはまず、誤解いただきたくないのは、公
募というのは、何か例えば新規事業プロジェ
クトを募集しますというようなかたちで、改
めて何かをやっていただくということではな
いんです。これは常時募集をしていただきた
いんです。常に地域の企業のみなさま方が、
「こういうことがありますよ」ということが
あったらば、それを受け入れていただく窓口
を常時開いておいていただきたい、というこ
となんですね。何か、「何とか大会」や「新規
事業大会」を行って、地域の地元企業さんか
らいろいろなプロジェクトを募ると、こうい
うような特別の企画をしていただくのではな
くて、常時窓口を開いていただきたい。これ
がまず第１点。 
 それから、新規・既存事業に関するコンサ
ルテーションであって、企業ではないという

ことなんです。ですから真田カンパニーがこ
ういうものを提案してきました。それを、真
田カンパニーを支えるのではなくて、真田カ
ンパニーのＡというプロジェクトを支えてい
ただくと。こういう概念でお考えいただきた
いんです。これ、金融面では大きな違いなん
ですよ。真田カンパニー全体を支えるという
ことではなくて、真田カンパニーが抱えてい
るＡというプロジェクトを、地域のためにな
るから支えていこうと。その違いをしっかり
と踏まえていただきたいということなんです。 
 その上で、次にポイントになるのが、コン
サルタント。ここは専門家を雇っていただき
たいということなんです。専門家を雇うため
に、自治体のみなさま方が、安い専門家を雇
っていただいては意味がないんです。本当の
専門家を、役に立つ専門家を雇っていただき
たい。役に立つ専門家でも、買い叩くと、そ
の金額しか仕事しません。はっきり言って。
ですから、例えばＡというコンサルタントを
地域として雇うと。そして、その方に窓口と
なっていただくために、リテーナーフィーと
していくらお払いすると。そしてプロジェク
トが上がってきた時に、個別にまたフィーを
払ってあげるというようなかたちで、本物の
専門家を雇っていただきたいということなん
です。 
 この専門家を雇っていただく意味は何かと
いえば、これはいままでお話があったとおり
で、地域の企業が新しい販売先を拡大したい
時、国内でも海外でも構わないです、新しい
販路を見つけていく時に、アドバイスをして
いただきたいであるとか、あるいは自分の企
業の技術力を海外に売っていきたいと。売っ
ていく時にどういう点が問題になるのか、ど
ういう点をやれば確実に技術料が得られるの
か。しかも外貨の、例えばリスクをなくして
稼げるのかとか、こういった細かい点に対す
るアドバイスができる専門家を雇っていただ
きたい、ということであります。 
 その専門家に、ある企業がプロジェクトを
持ってきた時に、調査をしてもらって、「あ、
これはなかなかいけそうだ」と。でも地域の
企業さんたち、いま四苦八苦してますよね。
ですから、コンサルタントの方に高いフィー
を払うわけにはいかない。そこでその段階で
は、まず地域のほうが先に費用を負担してあ
げる。その中でまた、これは地域全体に貢献
するようなプロジェクトであるということが、
地元の自治体の方々も一緒にご覧になって、
そう思われた時には、その企業をさらに、ほ
んとに事業化ができるようなかたちでのアド
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バイスを加えていく。そうして地域のプロジ
ェクトとして仕立て上げていく。ここまでは、
まずは地元の、地方公共団体のみなさま方が、
なるだけカバーをしてあげるというのが、こ
の２番目の提言のひとつのポイントになって
ます。 
 これがやっぱりできないんです。私も、実
はベンチャーキャピタルの社外役員というの
をやってるんですけれども、私のところに持
ち込まれてくる案件っていうのは、最初はす
ごくおもしろい案件なんですけれども、当初
に必要なお金っていうのは、２０００万円と
か３０００万円とか、そのレベルなんです。
でも、そのお金が払えないんですよ。 
 ですから、そのレベルのお金を自治体さん
がまず持ってあげる。それは、先ほど申し上
げたように、ある程度スクリーンを掛けて、
地元の発展に貢献できるというような確信が、
専門家も見て、みなさまも見て、確信ができ
るプロジェクトに対して、お金を投資してあ
げる。初期投資をしてあげる。リスクマネー
ですね。これは。そういうかたちでやってあ
げて、そして実際にプロジェクトを推進させ
る。 
 そして、推進させていく段階で、次に自治
体もそれからコンサルタントも、これは事業
化ができると思われるプロジェクトでありま
すから、そこにお金をつけてあげるような役
割をしていく。これが金融機関でいうところ
の、ファイナンシャルアドバイザーの役にな
るんですよ。プロジェクトとしていけるわけ
ですから、「お金を集めて、配当金がもらえる
ような、これはプロジェクトですよ。利息を
払ってもらえるようなプロジェクトですよ」
ということを、投資家や、地元の金融機関に
ご説明をいただいて、資金を募ってあげる。
ここまでファイナンシャルアドバイザー、コ
ンサルタントですね、それと自治体のみなさ
ま方がサポートしてあげる。 
 そうすると、お金が回ってくるようなかた
ちになりますよね。で、計画どおりにこのプ
ロジェクトが成功して、そのプロジェクトか
ら利益が上がってくるようになってきたらば、
今度は利益が上がった真田カンパニーから、
恩返しとして、地域のファンドに、地域の経
済活性化ファンドに、これはこの次の施策３
で申し上げますけど、そこにまた出資をして
もらうと。そういうようなかたちで、ぐるぐ
ると地域でお金を回すような、そういう考え
方を持っていただきたいと思っているわけで
す。 
 この時に、もう一つご注意いただきたいの

は、コンサルタントに丸投げしてはいけませ
ん。コンサルタントは、私もずっと銀行員で、
このファイナンシャルアドバイザーの役割を
やってきましたからよくわかるんですけれど
も、ファイナンシャルアドバイザーに対する
監視、管理がゆるいと、手を抜きます。です
から、必ず実績を問うようなかたちが必要で
す。真田がコンサルタントとして入りました。
それが、これは事業化できると、うまくいく
と思って、推薦してやりました。失敗しまし
た。失敗したならば、真田に対する責任をき
ちんと負わせる。そういうことをやっていた
だきたい。失敗したら翌年はもう契約しない
とか、場合によっては損害賠償を取ってもい
いと思いますよ。そのぐらいのコンサルタン
ト契約を結んでいただきたいんです。 
 逆に、じゃあそのプロジェクトが成功しま
したと。リテーナーフィーとは別に、そのプ
ロジェクトから大きな利益があがりましたと。
そうしたらば、その利益の一部をコンサルタ
ントに、例えば１パーセントとかですね、サ
クセスフィー、成功報酬として払ってあげる
と。こういう飴と鞭を、コンサルタントにも
きちんと与えていくというようなかたちで、
外部の専門家の力をフル活用するようにコン
サルタントを見つけていただきたい。利用し
ていただきたいと。これがこの施策２の大き
なポイントになってきております。 
 きょうは実は埼玉県の方もいらっしゃって
いるんですけど、埼玉県でも産業クラスター
計画というのを、いまおやりになろうとされ
てましてね。地域を決めて、クラスターを人
工的に起こそうと、こういうふうにされてら
っしゃるわけです。 
 私、埼玉県の方にこういうふうに申し上げ
てるんですよ。その産業クラスターをやろう
としている地域に、アドバイザーを入れる。
で、アドバイザーに産業クラスターができる
ような総合計画をつくらせて、そしてその地
域に企業を集積させて、利益があがるような
スキームをつくらせる。利益があがるような
スキームがつくれるのであれば、そこに投資
家とか金融機関が入ってくるはずですよね。
そのようなかたちで、資金まで面倒をみられ
るようなアドバイザーを入れれば、県から、
あるいは市町村から出ていくお金っていうの
は、かなりセーブできるんじゃないか。こん
なようなことを、例えばやっていかれるのは
どうかな、っていうようなお話をさせていた
だいています。 
 それから、墨田区の方ともお話をしている
んですけれども、墨田区では地元の中小企業
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さんが、とても面白いシルバーカーを、ベビ
ーカーじゃなくて、シルバーカーをつくって
いる会社さんがあると。これは福祉厚生にと
てもいい技術を持った企業であるというよう
なことで、その企業の売り先を、例えば区の
福祉施設にそういう物を優先的に買ってもら
えるようにするとか、東京都に持っていく。
営業する。あるいは国に持っていく。営業す
る。そういうようなコンサルタントを、もう
ちょっと有機的に使ってみてはどうかと、こ
んなようなお話もさせていただいております。 
 このようなかたちで、コンサルをうまく使
いながら、利益をあげていくっていうのはど
うなのかなというのが、この施策の２でござ
います。 
 続いて施策の３で、１２ページ、１３ペー
ジですけれども、いまの２と関連するところ
でございます。これは「地域企業活性化基金
の設立」ということで、これはもう概念的に、
細かいことは読んでいただきたいんですけど、
ポイントは次のとおりです。 
 それは、地域の住民と自治体。これが出資
者となって、当事者意識を持って地域経済の
活性化をはかるということなんです。出資者
となる。これは大きな意味がありまして、出
資者となることによって、出資者としての権
利も持つわけです。義務も持つわけです。で
すから、プロジェクトを推進される方々と、
企業だったら企業と、同じ船に乗るというこ
とです。同じ船に乗ることによって、地域の
お金が動き出すのではないかなと。 
 先ほど江口さんのお話にもありましたよう
に、お金が動いてないから不況なんですよね。
地域にはお金があるはずですよ。みなさま方
の地域にはお金はあると思いますよ。それが
地域で動かないから、例えば信金さんのお金
は中央に吸い上げられて、信金・中金さんが、
またそれを全国運用しようとするけれども、
運用の仕方がなかなかむずかしくて、アメリ
カのボンドを買ったりとか、そんなかたちに
なってしまったりとかしてるわけですよね。 
 そうではなくて、地域のお金を地域で回す。
そのためには当事者意識を持ってもらうこと
が一番大事であって、そのために出資者とし
て、もちろんリスクも取っていただくという
ことになりますけども、そのリスクについて
は、先ほども申し上げたような、コンサルを
入れながらリスクが小さいと思われる案件を
発掘して、そこに出資をしてもらう。リスク
を取りながらでも出資をしてもらう。同じ船
に乗ってもらってやっていただく、というこ
とがポイントであります。 

 このような出資の形態を取ると、非常にい
いポイントとなるのが、敵対的な出資者とは
ならないということです。外資が入ってきて、
外資が出資者として地元の企業を買収するよ
うなことになると、これは敵対的な買収にな
る危険性もあります。でも、地域の出資者が
地域のお金を回していくということになると、
利益が相反さない可能性のほうが高い。こう
いうことを考えていただきたいということで
す。 
 それから、ここでもう一つ申し上げておき
たいポイントは、融資、地元の、地域の金融
機関、間接金融の金融機関と、この出資の、
活性化基金ですね、出資をしてくれる基金と
が、うまく相乗効果を組み合わせるようなか
たちで、利用をしていただきたいということ
です。ですから、出資だけでもダメ。融資ダ
メでもダメ。ですから、間接金融のお金と直
接金融のお金が両方入っていくことによって、
プロジェクトというのは安定化していくわけ
ですから。そこでこの活性化基金と地元の金
融機関との、融資ですね、これをうまく組み
合わせていただく。 
 そして、そういう組み合わせをつくりなが
ら、必要に応じて、例えばそのプロジェクト
で、技術力は問題ない、でもマーケティング
に不足がある、というようなプロジェクトで
あれば、マーケティングの専門家を出資者の
権利を利用して、この基金の中から人材を発
掘して、その地元のマーケティングのプロを、
その会社のプロジェクトに専門家として派遣
をしてあげるような、こういうスキームをつ
くっていただくことによって、実際にそのプ
ロジェクトで技術力はいいけれども、マーケ
ティングが弱いといった、こういう不足部分
を補完していくようなプロジェクトになって
いくのではないかな、というふうに思います。 
 以上が施策２と施策３のご説明でございま
す。次に施策４にお渡ししたいと思います。 
  
西澤西澤西澤西澤 だいぶ熱を入れてご発表いただいた後、
少し私のほうで少しやりにくい部分もあるん
ですけど。最初に私のほうから発表させてい
ただくのは、戦略２のグローバルな地域経営
を考えるという中の施策についてであります。 
 自治体のみなさんが、グローバルな地域経
営を何かおやりになる。どういうイメージを
いまお浮かべになるでしょうか。決してこれ
は植民地経営やれとか、北上市の市長を、あ
るいはフランスからゴーンさんのような人を
呼んでこいとか、そういう話ではなくて、た
ぶんこれは、企業、民間企業がグローバルな



 

9  

 

 

活動をしやすい環境を、自治体の施策の中で
考えていくということが柱になります。 
 これには二つ方向があるわけでして、一つ
は、みなさま方の地域の企業のみなさんが、
海外を含めたグローバルで活躍しやすい環境
を、いかに地域側で提供していくのかといっ
た方向と、もう一つは、海外の企業が、みな
さま方の地域でいかに活躍しやすい環境を提
供していくのか。たぶんこの二つが、自治体
としてお考えになるべき、グローバルな地域
経営という部分の方向性ではないか、という
ふうに考えた中で、１６ページにある施策の
４は、海外からの直接投資の促進をするとい
った提案を申し上げております。 
 海外から直接投資。いわゆる対内直接投資
というふうに言われるものであります。これ
を、マクロ経済ベース、日本全体から見た場
合、平成２年の数値が出ていますが、全産業
で、日本から海外に投資をしていく、対外直
接投資の額っていうのは、約４．４兆円ほど
ありました。逆に日本に投資をした、日本側
に投資をした金額、対内投資の金額は、２．
２兆円です。半分なんですね。これは、全業
種ですが、製造業で見ると、対外直接投資は
１．８兆円。で、対内投資、日本に投資を向
けられたものが、製造業の場合では８０００
億円。これも約２分の１です。 
 まあ、２１世に入ってこういった状況です
が、１０年前というのは、この対外、対内の
比率は１０対１だったんですよ。日本側から
投資をするだけでした。海外から日本に来る
のはその１０分の１という時代が長く続いて
いたわけですが、徐々に日本の国の政策とし
ても、対内投資を促進するということで動い
ていますので、だいぶ様子が変わってきたん
だろうとは思いますが、まだまだこんなアン
バランスが残っている、という事実がありま
す。 
 さて、これはきっと国の政策だけの問題じ
ゃなくて、実際は海外からの投資を受け止め
ていくのは、地域のみなさんの現場でありま
す。地域の経済政策なり、インカム・アウト
プット、出入りの数字を、こういった視点で
計測されたことはございますか。みなさんの
地域から企業が外へ投資した金額と、海外か
ら地域に入ってきた、投資されたお金、一体
どうなっているか、なんていうことは、おそ
らくいままであまり意識をされなかった分野
じゃないでしょうか。 
 基本的に、自治体のお仕事というのは、そ
れぞれのみなさんの管理なり、あるいは管轄
する範疇、それぞれのエリアをお持ちですか

ら、そこに集中的に、そこだけをしっかり見
ていくという視点が中心になりがちでありま
した。この視点は重要ですが、こと企業行動、
地域の企業行動においては、やはり地域を越
えて活動するということが、極めて当然な状
況になっているわけでありまして、自分の地
域だけ見ていたのでは、地域の企業の活動の
いい環境を提供するということは、もう困難
であります。そういう視点を持った時に、海
外から地域に投資を誘導するという施策を、
是非工夫をしていただきたいというのが、施
策４の柱であります。 
その時に何をしたらいいのか、ということ
でありますけれども、これはまず、地域側に
とって海外の企業が、わが地域に投資をした
いと思ってる企業が、どこに一体いるのか。
あるいは、どんな分野に投資したいのかなん
て、ほとんどわからないでしょう。いまのと
ころ。たぶん、そういう意識で情報を取られ
たり、あるいはアクセスをしておられないか
らだと思うんですけれども、これは、情報を
取る方法はいくらでもあります。きっと後ほ
ど、国内において企業誘致というかたちで独
特のスタイルを構築された、北上の市長さん
からもお話があろうかと思いますが、この視
点を、むしろみなさん方の自治体でも海外に
まで、その情報ソース、企業の投資の動きと
いったものを常に察知するということがきっ
と必要だろう、ということが考えられます。 
 もう一つは、投資をしたい、日本に投資を
したい海外の企業においても、日本の地域の
状況なんてほとんど知りませんよ。たぶん、
かなり有名で知られているのは、この事例に
出ているように、例えば大阪府がこういった
動きをしているので、海外の活動しているエ
リアでは、「ああ、大阪ってこういうことなん
だな」っていうことを、ある国では知ってる
でしょう。事例の２にあるように、横浜では、
ドイツなりアメリカなりイギリスなりカナダ
に向けて、横浜のシティーセールスなり投資
環境のアピールをしているということで、い
くらかは知られているようになってると思い
ます。 
 また、神戸市では、特に中国を対象として、
人材を誘致するということで、新しい取り組
みが始まっています。この他に、諏訪市では、
つい最近から大連に諏訪の拠点を設けて、諏
訪の企業が中国へ出る拠点をつくると同時に、
大連の人が、中国の人が諏訪に観光に来ても
らう拠点にもしていきたい、というようなこ
ととか、あるいは川崎でも、海外からの企業
の投資の環境を、例の大企業の移転跡地に形
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成をしていこう、なんていう動きを始めてい
ます。 
 きっとこんな動きが、日本の産業集積をお
持ちの自治体のみなさんには、是非重要な視
点としてお持ちいただきたいということで、
施策４を提案をいたしました。 
 
真田真田真田真田 続きまして、施策５と６と続けて。し
ゃべりすぎましたもんですから、少しポイン
トだけ（笑）申し上げたいと思います。 
 施策５のほうでございます。２０ページ。
こちらのほうは、よく言われるビジネスマッ
チングサイトということなんですけれども、
ここでのポイントは、自治体のみなさま方は、
各地域の企業のいろんな情報をお持ちでらっ
しゃって、それをデータでお持ちになってら
っしゃると思うんです。それを海外のほうへ
お流しいただくと。その中で、例えば企業、
地元企業のＡという企業がこういう物を買い
たいとか、こういう物を売りたいというのを、
一緒に載せていくというようなかたちで、日
本にいながらにして、ビジネスのチャンスを
拡大していただけるようなものを見つけてい
こうと。 
 やっぱり日本がこれだけ閉塞状況にある中
で、海外に商売を求めていくっていうのは、
結構重要なことではないかと。その中で、海
外から物を買いたいとか、売りたいとかって
いうことを、このサイトをうまく利用してい
こうというのが、この考え方なんですが。こ
れ、実はすでに三菱グループさんなんかでも、
商業ベースでいろいろおやりになってらっし
ゃると思うんですが、ここ、ポイントが違う
んです。 
 われわれが考えているのは、韓国だったら
韓国、台湾だったら台湾の最大のサイトとア
クセスをするってことがポイントなんです。
そうじゃないと、韓国の企業だったら韓国の
企業に、みなさま方の情報が伝わりませんで
しょう。日本企業にやらせてもダメなんです
ね。これは。各国のしっかりとしたサイトを
持ったパートナーと組む、ということが大事
であって、すでに、私がやっているところで
は、この参考事例の中の朝鮮日報とはこうい
うことをやろうとして動いています。そんな
にフィーもかからないです。各自治体さんで、
例えば県でやっていただくんであれば県、市
でやっていただくんだったら市、それで、た
ぶん２～３００万の年間の手数料を払ってい
ただければ、その県の企業のみなさま方の情
報を翻訳して、韓国だったら韓国の企業の紹
介すると。こういうところまでやるようなサ

イトを、これ、考えているわけです。 
 それともう一つ、ここにはちょっと細かく
書いてないんですけれども、ポイントがもう
一つありまして、それは、こういうビジネス
マッチングサイトは、アフターケアが大事な
んです。例えば「いい引き合いがありまし
た」ということで、日本の真田カンパニーが、
「それちょっと売ってみたいな。そこへ売っ
てみたいな」と思っても、「海外へ、それじゃ
あどうやって輸出してったらいいの？決済ど
うしましょう」。こういうノウハウがないよう
な企業さんって、やっぱりあると思うんです。 
 従ってその時に、このマッチングサイトで
は、地元の金融機関さんに、みなさま方自治
体さんから、こういう情報を必要に応じて流
していただいて、それをサポートしていただ
く。例えば真田が韓国へ金型を売ることにな
りましたと。だけれども、いままで海外の取
引やったことがない。ＬＣ開いたことがない。
地元の金融機関さんを紹介してもらって、そ
こは細かくアドバイスしてもらう。県の方に
アドバイスしてもらい、そして金融機関にも
アドバイスしてもらう。こういうようなかた
ちで情報を流していただくということを、こ
こではイメージしてます。 
 それから、可能であれば、地元のマスコミ
の方々に、そういう成功事例を、やっぱり県
や市から流していただいて、こういうかたち
で地域の企業が海外とのマッチングサイトで
成功したという、こういう事例まで流してい
ただくと、たぶん、「それじゃあ、うちでもや
れるんじゃないか」というようなかたちで、
地域の中でそういう話がどんどん人づてに拡
大していくであろうと。この辺のところまで
のアフターケアをやっていただいて、ビジネ
スマッチングサイトっていうのがうまく回る
んじゃないかなと思うんです。 
 みなさまもそういう経験されてると思うん
ですけど、ただウェブサイトを開いてみる。
ここは商売にならないです。アフターケアを
しっかりやって商売になる。ここまできちん
としたアドバイスをしていくっていうことが
重要ではないかな、というふうに思います。 
 それからもう一つだけ、この点でポイント
になるのは、当初の段階では日本から、日本
発の情報しか流さないということが、このビ
ジネスマッチングサイトの一つの特徴です。
要するに、海外からこういう物を買いたいと
か売りたいとかって情報を、双方向で受け付
けることになると、日本企業が場合によって
はリスクを抱える危険性があります。ですか
ら、これは日本企業がコントロールをとれる
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ような、自分の企業が売りたい物、買いたい
物だけを情報で流すというようなかたちで、
当初スタートをしてみて、ある程度これが回
るようになってきたところで、向こうの企業
の売りたい物、買いたい物という情報を受け
付けるというようなかたちで、２ステップを
考えているってことが、このビジネスマッチ
ングサイトのソフトの部分でございます。 
 それから、次の施策６にいかせていただき
たいと思います。これは、この政策提言の中
で、みなさま方に申し上げるようなものでは
ないかもしれないんですけれども、むしろみ
なさま方に意見を共にしていただけるんであ
れば、サポートをしていただきたいなという
ふうに思っているプロジェクトなんです。実
はこれ、私もメンバーとして入って、昨年の
７月２８日に、福田官房長官に政策提言をさ
せていただいた案件なんですけれども、地域
の信用補完機関をつくっていただく。この地
域というのは北東アジア、あるいは東アジア
というイメージでつくってるんです。 
 これ、どういうことかって言いますと、私
が見るところでは北東アジア、これ北朝鮮を
入れるかどうかっていうのは別にして、中国、
間違いなく中国は入る、韓国、台湾、モンゴ
ル、それからロシアの極東部。まだまだ手を
つけなくてはならないインフラプロジェクト、
たくさんあるんですよ。やらなくちゃならな
いプロジェクト、たくさんある。でも、そう
いうプロジェクトにみなさんが、日本企業も
関心をお持ちになっていながら、手を出せな
いんですね。なぜか。リスクが高いからなん
ですよ。 
 じゃあ、そのリスクを補完してもらえるよ
うな地域の国際金融機関ができれば、その国
際機関にリスクヘッジをしながら、地元の例
えば建設会社がシベリアで鉄道をひく。道路
をつくる。中国の地域で農業開発をやってい
く。こういったことを日本の企業のみなさま
方が主体となって、いろんなビジネスを海外
でできるようになってくるのではないかな、
という発想を持ってます。 
 それをやるために、この北東アジア政策の
一環として、開発銀行構想、あるいはこれ、
開発補償機関でもいいと思います。こういっ
たものをつくっていくということを、日本が
イニシアチブをとってやっていくということ
をすれば、例えばみなさま方、地元の建設業
者さんが、中国の東北部でやるプロジェクト
に建設業者として参加する。そこで利益を上
げる。で、収益は、その開発銀行から出たお
金で代金を受け取れる。リスクが非常に小さ

くなりますよね。こういうかたちでお金を、
地域だけじゃなくて、東アジア地域で回して
いくということもやっていってはどうかな、
というふうに考えています。 
 ちなみに、これは蛇足になりますけれども、
こういうかたちで金融機関を動かして、その
決済通貨を円にしていくと、円のお金の流れ
の中で情報も入ってくるし、アジア地域全体
の情報が、日本の国内に流れてくる。これに
よってアジアでどういう動きが見られるのか、
ビジネスの動きが見られるのかというのを、
総合分析ができるようになってくる。という
ことで、決済通貨もこういう金融機関を日本
がイニシアチブをとることによって、円にし
て情報を得ていくというようなことでの、い
い意味での、副次的なメリットも得られるの
ではないかというふうに考えています。これ
がこの施策６のポイントでございます。  
 じゃあ７をお願いします。 
 
南南南南 では、続きまして施策の７になりますが、
これは最初のページで、戦略の１、２、３を
順番に説明して参りまして、もう一回振り返
っていただきたいんですが。基本的には戦略
１っていうのは、いままでの中小企業対策、
制度融資を超えた、きちんとした地域の産業
政策を考え、それを戦略２のグローバルな視
点で、直接的な投資、あるいは専門的な情報
基盤を活用しながら、そういったことで地域
戦略を次々立てていく、ということなんです
が、その戦略３は、最初に永久さんのほうか
ら説明がありましたとおりに、いままで、人
に投資するのが悪であるということをやめて、
これだけの専門的な、あるいは戦略的な事業
を進めるにあたっては、結局、人しかいない
だろうというところから出発しております。 
 施策の７の最初は、これは私の役所にいた
経験も踏まえまして、おそらくこれだけのこ
とを進める時には、一部局の一事業では無理
だろうというふうに思っております。従いま
して、最初の施策１で説明したように、首長
直轄の組織をつくるということが、まず必要
だろうと思ってます。 
 この時に、実は私どもの研究会をやった時
に、これだけのことができるのは、おそらく
中核市以上のかなり一定規模の都市ではない
か、自治体ではないかという仮説があったん
ですが、ただ、実体的にいろいろ調べてみま
すと、後半、また北上市長にもお話をいただ
きますが、実は自治体の規模にあまり関係な
いなということが、だんだんわかって参りま
した。つまり、戦略性を持ち、リーダーシッ
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プを発揮して、きちんとした重点投資ができ、
それなりのキチッとした進め方ができれば、
これはどこの都市でも規模に関係なくできる
だろう。ただ規模が大きいところは、逆に制
約がありまして、実はピラミッド組織が非常
にしっかりしておりますので、規模の大きい
自治体にとっては、この直轄組織を必ずつく
らないと無理だということが、まず、あげら
れると思っております。 
それで、この直轄組織の下に専門的な人間、
これは庁内外を問わず、人を配置する必要が
あるだろう。これはもちろん雇用という形態
もありますし、あるいは成功報酬という形態
もあるだろうというようなかたちで、例えば、
企業誘致に成功したら５００万円を差し上げ
ますとか、そういったインセンティブの与え
方ということもあるかもしれない。 
 そうしたことで、少なくとも首長さんのリ
ーダーシップの下に、常に情報がアップトゥ
デートされながら、次々に指示が下って、ス
ピード感を持って施策を進めていくというこ
とが必要であり、それを進める人材というの
は、かなり専門的な人間が必要ですから、こ
れは庁内外を問わず、きちんとした配置をす
べきであろうと。 
 その中では、２５ページにある事例の三鷹
市の三鷹産業プラザですが、ここは市の職員
が事業を立ち上げながら、ついに公務員を辞
めて、この実施機関といいますか、株式会社
まちづくり三鷹に就職、移籍をしてしまった
という例でもあります。そういったことで、
この仕事に情熱を持った人間をどれだけうま
く使っていくかっていうことが、ひとつの手
立てだろうというふうに思っております。 
 そうした意味で戦略性に基づく、あるいは
グローバルないろいろ展開をはかる時の進め
方として、この首長直轄組織。これは大規模
な自治体の場合。小規模の場合には常に直轄
組織になっておりますので、ここはもう首長
さんのリーダーシップの下に次々と施策を打
つと。このポイントは、やはり専門的な人間
をどういうかたちで使うか、ということにな
るということであります。 
 それから、役所の組織そのものは、やはり
議会、予算、様々な制度に縛られますので、
そうした意味では、恒常的にキチッとした施
策を打つためには、やはり実施機関として、
何らかのかたちでの、まあ財団なのか社団な
のか株式会社なのか、第三セクター方式か、
あるいはその他いろんな方式があると思いま
すが、別組織をつくって、専門的な人間を抱
えながら進めるという手立ても必要であろう。

こういった意味では、従来のいわゆる経済政
策、あるいは中小企業振興策ではなくて、そ
の地域の産業政策を進めるためのひとつの組
織モデルと、それから実施機関のあり方、そ
れから人を、専門的な人をどういうふうに使
っていくかということで、施策の７のモデル
を立てさせていただきました。 
 では次に、この人材育成に関しましてさら
に。 
  
西澤西澤西澤西澤  施策８、９についてはそれぞれ関係が
ありますので、私のほうで続けてご説明をい
たします。施策８のほうは、対アジアに対す
る戦略的人材というテーマの中の、日本から
アジアに向けての人材の育成ということ。施
策９は、アジアの人材が日本で活躍するとい
った、双方向の流れのそれぞれの施策を考え
たということです。 
 地域の中小企業のみなさんが海外市場で活
躍していただく。これは貿易もあり、直接投
資もあります。これは非常に、私は好ましい
ことであろうと思いますし、そこで活躍する
ことによって、国際中堅企業に成長していた
だくというのは、ひとつのやはり地域の産業
政策の目標になり得るというふうに考えてお
ります。 
 ただ、地域の既存の中小企業のみなさんが、
海外市場で活躍していただくために、やっぱ
り不足しているものがあります。 
企業の持つ経営資源の中で、人材、資金、
設備なんていうことが大きく言われますけど
も、対外的な活動に関する資金、これ、不足
しているでしょうか。きょう、国際協力銀行
さんからも来ておられますけれども、然るべ
き事業計画を持った中小・中堅企業に対して
は、国としても、基本的に資本は十分用意さ
れている。日本は資本が不足している国では
ありません。この分野については、私は不足
しているとは考えてない。ただ、うまく回っ
てないだけだと（笑）。 
設備はどうか。これやっぱりまだまだ過剰
ですよね。日本国内だけにおいては。そうい
う面で設備投資を促進さえすれば、海外市場
にうまくいくかというと、そうでもない。 
 何が不足しているのか。これやっぱり、決
定的に不足しているのが人材なんですよ。こ
こをどうにかしなければ、やはりいろいろ仕
組みをつくっても地域の中小企業が海外市場
で活躍するという環境をつくっていくのは、
非常にむずかしいだろうというふうに考えた
のが、施策８であります。 
 同時に、そういった中小企業が国際中堅企
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業になっていくことを応援される地域自治体
の側を見た時に、どうですか。そういった企
業の対外活動を、かなり専門性を持って活動
するような職員、人材をお持ちでしょうか。
あるいはそういった経験というのは、きっと
いままであまりおありにならなかったので、
いないことが当たり前かもしれませんが、基
本的には戦略的に、地域企業が海外市場に取
り組むことを応援するような、自治体の人材
というものも不足している、というふうに考
えざるをえません。 
 その時、じゃあどうしたらいいのかという
ことでありますが、ここにありますように、
少し長期的な目で、戦略的な対東アジア人材
を地域の中で養成していこう、ということで
あります。これは各都道府県ベースでいきま
すと、それぞれ府県立大学がおありになるで
しょうし、大都市では私立大学がたくさんあ
ります。やっぱり地域の大学として、どこか
の大学とキッチリとアライアンスを組んで、
地域の中で対外事業なり、海外での活動なり
をサポートすることができる人材を、いまか
ら養成しようではないのかというのが、この
提案であります。 
 大学側も、事例にありますように、例えば
亜細亜大学あたりでは、来年度から、まず中
国で仕事ができる学生を４年間一環教育をし
て、世の中に送り出していくというような教
育プログラムをスタートさせます。おそらく、
各大学もこういった意識を持って、対外戦略
人材の要請といった教育プログラムも用意し
てくるはずであります。そうしたことと、地
域のみなさんの人材、そういった戦略人材育
成といったものを絡め合わせていっていただ
いたらどうかというのが、施策８のスキーム
であります。 
 施策９については、今度は東アジアの人材
が、みなさんの各地域で活躍していただきや
すい環境をつくるといったことであります。
これは留学生の方がたくさんいますよね。こ
れは玉石混淆でありますけれども、比較的一
生懸命、私費で来て、勉強される子が多いと
聞いています。そういうことで、そのような
優秀な子がもっと日本に来て、地域で学んで
いただくことっていうのは、私は非常にウェ
ルカムなことであるというふうに考えますけ
れども、まずそういった優秀な一生懸命やる
子たちに対して、スカラーシップの制度を地
域の中で組み込んでいく。地域で受け止めて
いく。いまは大学とか日本語学校で受け止め
るというスタイルですけども、地域全体でそ
ういう子たちを受け止めていくといったこと

を、是非地域政策の中に含めていただきたい。 
 その時に、お金だけじゃなくて、重要なポ
イントは住むところなんですよ。それと働く
ところ。アルバイトできるようなところがな
いと、秋田県の例のあの大学のような問題に
なってしまいます。やっぱり学生たちにも、
日本の学生と同じような環境で就学し、日本
での就業を経験するような環境を、是非、地
域の企業のみなさんたちとご一緒になって、
地域の産業政策の中で取り組んでいただけな
いかというのが、ここの主張であります。 
 もう一つは、卒業後の就業環境をつくると
いうことです。ある一定期間で結構ですので、
地域の中で企業のみなさんとご相談をしてい
ただきながら、大学を卒業したアジアの人材
が、日本の会社で働く経験をする。これはイ
ンターンシップでなくてもいいんですよ。し
ばらくの間、２、３年経験をして、彼らが育
った上で、その会社の海外事業の戦略的スタ
ッフとして国へ戻っていく、なんていう流れ
を、地域と一緒に企業がつくり上げていく。 
日本企業が、日本人がいきなり海外へ行っ
て仕事をするというのは、やっぱりリスクが
非常に多いわけですから、留学生の段階から
地域でそういう人材を育てて、企業の中に埋
め込んだ上で、母国に送り返す。で、一緒に
仕事をする、というような流れを取ることは、
非常に安定感があろうというふうに考えます。 
事実、事例に示しましたように、大田区の
企業は直接投資はしていませんが、アジアの
留学生から人材として社内にうまく位置づけ、
取り込んで、取締役にもして、そしてアジア
の仕事を獲得している。こういう仕事のスタ
イルを確立した会社も、あちこちにあるはず
であります。是非、こんなかたちを地域政策
の中で取り組んでいただけないかというのが、
この施策の提案でございます。 
 
司会司会司会司会 今回の提言につきまして、ひと通り発
表させていただきました。この後ですが、質
疑応答のほうは、第二部のパネルディスカッ
ションの中で一緒にさせていただきたいと考
えております。この後、１０分間ほど休憩と
させていただきまして、１４時２０分から第
二部に入りたいと思います。まず、冒頭でビ
デオをちょっとご覧いただきますので、定刻
にお集まりいただきますようにお願い申し上
げます。それでは第一部終了でございます。 
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第二部第二部第二部第二部    
パネルディスカッションパネルディスカッションパネルディスカッションパネルディスカッション    
「地域経済は、こうしたら「地域経済は、こうしたら「地域経済は、こうしたら「地域経済は、こうしたら

活性化する！」活性化する！」活性化する！」活性化する！」    
 

【発言者一覧】発言順 
 
・伊藤彬 （いとう・あきら） 

北上市市長 
・荒田英知（あらた・ひでとも） 

ＰＨＰ総合研究所主任研究員 
・南 学 （みなみ・まなぶ） 

静岡文化芸術大学助教授・横浜市参与 
・西澤正樹（にしざわ・まさき） 

パス研究所社長 
・宮脇淳 （みやわき・あつし） 

北海道大学教授 
 
司会司会司会司会 それでは、第二部冒頭に、地域活性化
の具体的な一つの事例といたしまして、岩手
県の北上市商工部様のご協力をいただきまし
て、北上市の取り組みの概要、それから伊藤
市長のインタビューなどを交えた、１０分ほ
どの簡単なビデオにまとめさせていただいて
おりますので、どうぞ、ご覧ください。 
 
（ビデオ上映） 
 
――経済活性化施策について――経済活性化施策について――経済活性化施策について――経済活性化施策について    
    
伊藤伊藤伊藤伊藤 最近は特に、私どもも（工業）団地い
っぱいありますけど、売れ残った所が現実に
あります。経済環境の中で、かなりむずかし
い時代になりました。これからは戦略を変更
する時代になったねと。ベースになるのは何
でしょう、ということになれば、企業誘致は
もちろん筆頭に、まだまだおいでいただきた
い。それから、おいでいただいた企業をどう
サポートしてあげるか。それから、おいでい
ただいた企業と地場とのミックスをどうして
いくか。そういう中から新しいものができて
きたら、それをどう支援して、ここで立ち上
げさせていくのか。この３つ、４つを組み合
わせてこそ、初めて企業誘致の成功したまち
だと言われるし、これからの企業誘致もでき
るんじゃないかな、ということを柱に立てて、
この基本計画を大幅に見直したんですね。 
 そうすると、物づくりの原点からどこにス

ポットを当てるべきかということになると、
ここはやっぱり技術支援の、企業だけではで
きないところで行政ができることに一回テコ
入れをしよう。そして、さらにそれを膨らま
そうということで、岩手大学との産学官連携
の柱をひとつ大事にして、物づくりの原点の
金型支援センターをつくった、というような
流れの中に入ってきてるんですね。 
 
――人材教育について――人材教育について――人材教育について――人材教育について    
 
伊藤伊藤伊藤伊藤 いろんなことを議論したり、現場を見
ますと、最終的にはやっぱり人材教育ってい
うところに必ずぶつかっていきますね。そう
すると、早期戦力になる部分には、まずすぐ
やらなきゃいけない。長期でやるものは、学
校教育から含めてロングランでやらなきゃい
けないもの、区別してやろうやということな
んですが、職訓校もちょっと古くなりました
し（笑）、最近の少子高齢化の中では、再就職
をしたいセカンドステップに進む人のために
は、もうちょっと斬新的なものでつくり直す
必要があるなということから、長年の希望だ
ったんですけどね。職訓校を思い切って立て
直すことにして、今年度でできると思います
けど。はい。ただ、「古くなったから、建て直
すのじゃダメよ」と、いま言ってるんですよ。 
 
――投資効果について――投資効果について――投資効果について――投資効果について    
 
伊藤伊藤伊藤伊藤 一つ一つお金の計算をしますと、なか
なか勘定が合いません。 
というのは、団地の造成もバブルの最盛期
の頃にやってますから、コストが高い団地に
なってる部分もあります。しかし、当時は景
気がいいもんですから、３万坪とか５万坪の
大区画が売れる時代だったんですね。だから
そういう区画でつくってるんです。そういう
売り方をしてますから、ある程度のコストは
あいますね。 
いまお見えになるところは、５０００坪、
１万坪のところですから、区割りをしなきゃ
いけません。区割りをしますと、道路を入れ
ます。下水道ももう一回整備します。そうす
ると工事費がかかります。そうするとコスト
がかかりますね。で、道路入れた分、売る面
積が減ります。そうすると、原価は上がりま
す。原価を上げて売ったら、誰も買ってくれ
ません。 
では、団地会計としてはロスになります。
最後は。だから最後の一坪は数億だねって覚
悟してるんです。しかし、早く来て貰って、
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工場を建てて貰って、そこに経済波及効果が
出てくれば、それが一つ。それから雇用が拡
大してくれれば、それも可処分所得が市内に
回ってくる。その効果が一つ。ということは、
将来、これが一坪残った時に、数億になった
としても、もう全部吸収できちゃうだろうと。 
  
――中国との経済交流――中国との経済交流――中国との経済交流――中国との経済交流についてについてについてについて    
    
伊藤伊藤伊藤伊藤 経済交流はむずかしいです。はい。い
ま、文化、芸術、教育の交流をやらしてもら
ってますけれども、商売上のお話はよく出ま
すけれども、なかなかむずかしいですね。は
い。 
――どこら辺にむずかしさがあるんでしょう
か。 
 
伊藤伊藤伊藤伊藤    例えば、農業の、農産物のおつき合い
っていうのは、お互いに規制が、お互いって
いうか、うちのほうが、日本のほうが規制が
あるっていうか。それから商業ベースにした
場合に、やはり商社かなんかが関与してくれ
ないと、向こうは非常に簡単に考えられる。
こっちは慎重に考えてもノウハウがないって
いうことになると、なかなか簡単に結びつけ
ない。 
 例えば、中国側とうちのほうは、毎年行っ
たり来たりしてるんです。それから中国から
コンピュータの研修生を、２年間、うちのコ
ンピュータスクールに預かって、教育してお
返しする。これでいま５期生かな。４期生か
な。で、そういう交流はしてるんですね。で
すから、公対公の交流はできる。それから、
うちのほうは民も含めての交流を盛んにやっ
てますが、向こうはいつも公だけなんです。
出てくるのは。だから民と民の交流ができる
ようになるためには、もう少し時間がかかる
んじゃないかな、というふうに思ってます。 
  
――外資系企業の誘致について――外資系企業の誘致について――外資系企業の誘致について――外資系企業の誘致について    
    
伊藤伊藤伊藤伊藤  向こうの求めるのは、あなた達が来て
くださいというもんですから、インセンティ
ブをはっきり示しなさいということになりま
すね。例えば、土地をタダにしますと。固定
資産税は未来永劫にタダにしますとか、そう
いうインセンティブの勝負が決め手ですよと
いうことになれば、なかなかむずかしいとこ
ろがありますね。それで、全てそういうもの
を出しても、どの程度の、ここに経済波及効
果が出るかということになれば、ちょっと算
出をしてみても、合わなかったということが

あるんですね。ただ、いま、ひとつチャレン
ジしてるのは、例えばそういうケースになっ
て、３０００人雇うよという約束をするんだ
ったらやろうかなと。（笑） 
 
――企業誘致の成功要因は――企業誘致の成功要因は――企業誘致の成功要因は――企業誘致の成功要因は    
  
伊藤伊藤伊藤伊藤        地域のみなさんにも、何で企業誘致が
成功できたかって、行政も一生懸命やったか
もしんない。それから県も国も一生懸命応援
してきた。それから企業努力もあった。でも、
大きかったのは、住民のみなさんが来てくれ
た人を温かく迎え入れて、よく馴染んでくれ
たんだ。 
だからこの町だったら住んでいいねと、人
間が思わせてくれたんだ。これが大きかった
と思うよという話を、よくするんですけども
ね。おいでいただいた企業の方たちは、定年
退職後もここに家買って住まれますよ。それ
から、だんだん家族もこっちに呼びますよ。
ですから、そういうまちにしていきたいんで
すね。こっちは。 
 
司会司会司会司会 ビデオのほうをご覧いただきました。
いかがでしたでしょうか。少し、壇上の用意
ができあがるまでお待ちください。 
 
（パネルディスカッション） 
    
司会司会司会司会 それではパネリストの先生方、前に上
がっていただけますでしょうか。 
 大変お待たせいたしました。これより第二
部のパネルディスカッションを始めさせてい
ただきます。パネリストのみなさんをご紹介
させていただきますが、まず、向かって右側
から、先ほどご発表いただきました南さん、
それから西澤さんには、そのままお入りをい
ただいております。つづきまして北海道大学
大学院教授の宮脇淳さんです。（拍手） 
 
宮脇宮脇宮脇宮脇 宮脇でございます。よろしくお願いし
ます。（拍手） 
 
司会司会司会司会 そして、北上市の伊藤彬市長です。 
 
伊藤伊藤伊藤伊藤  伊藤でございます。（拍手） 
    
司会司会司会司会 最後にモデレーターは、ＰＨＰ総合研
究所地域政策研究部の主任研究部員、荒田英
知が務めます。（拍手）それでは、これから先
はモデレーターのほうにバトンをお渡ししま
すので、よろしくお願いいたします。 
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荒田荒田荒田荒田 みなさんこんにちは。ご紹介をいただ
きました、ＰＨＰの荒田と申します。後半の
司会を務めさせてもらいたいと思います。よ
ろしくお願いいたします。さて、前半の提言
部分では、提言メンバーのみなさんの、大変
熱のこもったお話で、提言内容もさることな
がら、この提言の掛ける思いとか意気込みみ
たいなものが、おそらくみなさまにお伝えす
ることができたのではないかというふうに思
います。 
 それを受けて後半、まあ、ただ、この提言
の内容というのは、やはりこの東アジアを睨
んだかたちで、すぐさまこれが多くの自治体
で実現できるかどうかというと、ちょっとか
なり重いテーマの部分も含んでおりますので、
いったん少しテーマの間口を広げて、いわゆ
る地域経済活性化一般、あるいは産業政策一
般ということで、少し間口を広げる中から、
この提言の意味合いというものをもう一回考
え直してみたいと、そういうことで、実は壇
上の顔ぶれも若干違っているということで、
ご理解をいただけたらというふうに思います。 
 きょう、終了のお時間を午後４時というこ
とでご案内しておりますのでだいたい一時間
半ぐらいの時間があるかと思います。まず最
初に、北上市の伊藤彬市長さまを始め、壇上
のパネリスト４人の方から、それぞれ問題意
識を、コメントをいただこうというふうに思
っております。 
その後、いきなり会場のみなさんからの質
疑や、いろんな論点の提起に時間を取って、
できるだけ会場のみなさまと相互のキャッチ
ボールをしながら進めていきたいというふう
に思いますので、そのお心づもりの方はご準
備をいただけたらというふうに思います。 
 それでは、先ほどビデオでご覧いただきま
した、北上市。産業振興、特に工場誘致に大
きな成果を、この１０年ぐらい上げられた所
として、ご存じの方も多いと思います。そこ
の伊藤彬市長さまに、きょうはご本人にお越
しをいただいているわけでありまして。先ほ
どご覧いただいたビデオというのは、８月の
終わりにお邪魔をして、たしか市長のお話を
１時間半ぐらい承ったものを、ほんのあれぐ
らいにダイジェストしたという状態でござい
ますので、おそらく不十分な点もあろうかと
思います。 
ますそこで、皮切りに伊藤市長さまから、
先ほどのビデオも踏まえて、少し補足という
ことで、これが実は北上市の取り組みのポイ
ントなんですというところをお聞かせいただ

ければ、というふうに思います。よろしくお
願いいたします。 
 
伊藤伊藤伊藤伊藤 はい。なんか、自分のビデオを見るの
は大変面はゆい思いで見ておりましたけれど
も、若干ビデオになかった部分を補足させて
いただきたいと思っております。 
 まず、企業誘致、大変うまくいったという
ふうに評価をいただいておりますけれども、
数年前から、やはりかげりが出たなというふ
うに思っております。私どものまち、いろん
な団地を含めて１０個の団地を持っておりま
すが、最後の二つが苦戦しております。 
 一つは工業団地としてつくりましたけれど
も、これ、バブルの頃にできた団地でありま
す。その頃非常に順調に売れていたもんです
から、もう一丁、もう一丁というふうな具合
でつくりました。最後、某有名企業が数万坪、
予約に近い状況にありましたので、つくりま
した。残念ながら話がまとまらなかったんで、
その分、数万坪残っております。 
 これをどうやっていくかが一つの課題であ
りますが、いろいろ考えている最中に、やは
りいい時代は、団地を売っていくいい時代は
過ぎたのかもしれない。そしてまた、随分売
れて、地域では一人勝ちというふうに言われ
てた戦略も、これは変わったかもしれない、
というふうに思うに至りました。 
 背景の一つは、平成３年に合併した時の人
口が８万３０００人でありましたけれども、
１０年で９万２０００人まで増えましたから、
約１０年間で９０００人増えました。これは
地方の町としては、大変評価の高いところだ
ったんですが、ここ数年は３００とか４００
とか６００というふうな人口の伸びの、伸び
てはいますけれども、かげりが出ました。 
私は首長になって５年目でありますけれど
も、なってすぐにその状況を心配し始めて、
どうしてなのかなということを、みんなで議
論しました。で、伸びてきた分析もいたしま
した。 
 その背景の中から、この町はなぜ伸びてき
たかということになれば、企業誘致が成功し
て、雇用がいっぱいできたということが一つ
でありました。じゃあ、伸びてきたものをも
う一回見直さなきゃいけない。そしていろん
な先生方ともお話をした段階で、いままでの
戦略を全部一回捨てましょう、ということに
なりました。もちろん、いい戦略もあります
けれども、いままでと同じかたちではダメに
なるかもしれないだろうということになれば、
戦略を全部いっぺん立て直そうということに
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なって、新しい戦略を立てました。 
 その中、さっきご紹介申し上げましたけど、
４点ございまして、団地が残ってますから、
企業誘致はもちろんいままで以上に拍車を掛
けてやっていきますよと。それから、おいで
いただいた後のフォロー。岩手県は、アフタ
ーフォローの日本一いい県だというふうに、
誘致企業に対する支援をやっていこうという
方針を出しておりますが、私たちもそれに倣
って、キッチリ、アフターフォローをやって
いこうということであります。３つ目は、や
はり地場企業とどう取り組んでいくか。そし
て共に繁栄していくかっていうことでありま
す。そして４つ目には、そういう中から新し
い企業が生まれてきたらいいね、ということ
でありました。 
 そこで何をしていったらいいか、というこ
とになりました。私を始めとして三役、ある
いは部課長まで、もう一回改めて現場を見よ
うということで、１ヵ月で百数十社歩きまし
た。いろんなことを聞きました。もちろん、
私たちは何をつくったらいいかとか、何をど
う売ればいいかというふうなご指導できる立
場でもありませんが、企業の抱えている悩み
とか、行政に対する要望とか、いろんなこと
を聞きました。 
 いろんなことが出ます。教育の問題まで出
ます。様々な問題が出る。それを一つ一つ取
り上げていこうということでもありました。
すぐできるものはすぐ解決をしました。それ
を日常活動の中に落とそうと。首長、三役が
パフォーマンスで企業周りをしているのじゃ
ダメなんだと。日常活動の中に、商工部も福
祉部も建設部も農林部も、いろんな企業を毎
日のように回らなきゃいけない。そして現場
からヒントを得よう、ということを１年間や
りました。で、今年２月からまたやりました。
そういう中から上がってきたのが、工業振興
計画というかたちでまとまりました。 
 先ほど、先生方から「コンサルタントを使
いなさい」っていうお話がありましたけれど
も、全部自前でやってみようということが
（笑）、今回の狙いであります。これはやはり、
自分たちが取り組む、一番現場を知ってる人
間がいい計画できなかったらば、実務につい
てっても、これからのフォローアップができ
ないんじゃないか。そのためにはまず、自分
たちでいっぱい手がけてみようと。そしてそ
の成果を先生方に見てもらおう。そして修正
をしてみようという、逆の方法を採ってみま
した。 
 評価はこれからだろうと思いますが、職員

がそのような意識で動いてくれたことが、い
ずれ、私は成果につながるというふうに思い
ますし、途中途中でご指導いただいた先生に、
また途中途中でご指導いただきながら、タイ
ムリーに修正をしながら続けていきたいなと
いうふうに思っております。 
 そして、その中で大事なものは何かという
ことから、大学との相互友好協定を結んで、
工業から文化、芸術、教育まで、様々な分野
で相談できる体制をつくりました。そしてま
た、技術支援の立場から、何をしていったら
いいのか。要望の強かった企業周りの中から、
私ども地域は、やっぱり物づくりを大事にし
ていかなきゃいけないね、ということになり
ましたので、今年５月に金型センターを立ち
上げました。大学に寄付することは、ご案内
のように地財法（地方財政再建促進特別措置
法）による総務大臣の同意を頂きました。日
本で１号になったんですが、総務省に私も随
分通いまして、是非、これをお認めいただき
たいということでお願いをした結果、立ち上
げさせていただきました。 
 お陰様で、相互友好協定をつくって、大学
との敷居は低くなっていたとは言いながらも、
具体的な技術の交流が出始めましたし、相談
もかなりの件数になりそうです。それから、
おいでいただいた常駐のメンバーは、毎週企
業周りをして、「何かないか」という、ご用聞
きじゃないですけども、相談に応じる体制に
なりました。 
 そして、これをフォローするために、行政
として、１件につきわずかです、５０万です
けれども、何かテーマを考えて支援センター
にお願いする時、費用が少しでもかかります
から、１件について５０万ずつ支援する仕組
みを、今年の４月から予算化いたしました。
すでにその仕組みに乗ってる企業も出始めて
きましたので、どんどんどんどんそういうお
金は使ってください。そして何か成果があれ
ば、やがてそれは地域に還元されることにな
る、というふうに思って、これを進めている
ところであります。 
 それから、こういう支援センター、それか
ら交流センターの活用を、行政がつくっても、
使ってもらってなんぼというかたちになりま
す。つくって安心していたのではダメだとい
うことなので、そこに面倒をみる人の専門的
な教育を続けていくと。そして、これを少し
長い間やっていこうと。それから、その人が
転勤する場合でも、職場を替えている時でも、
関連するところに持っていこう、というふう
なかたちで人材育成をやってますし、その中
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に交流チームとして地元の企業がネットワー
クフォーラムという会社をつくりました。こ
こで経営陣が集まって、様々な意見交換をし
ています。そうしてから、自分の技術を仲間
の技術に使ってもらうというようなかたち。 
 それからおもしろかったのは、人の交流で
ありました。ある企業は発注がこのところ減
って、５０人ぐらい余っちゃった。１年ぐら
い５０人余った。ある企業は急に注文が入っ
て、５０人足りなくなったと。で、１年間チ
ームリーダーをつけますけれども、お互いに
貸し借りをするという交流が出ました。これ
はおもしろい交流だなというふうに思ってま
す。よって、地域の人はリストラをされない
で、よその企業へ行ってちょっと辛い思いを
しますけれども、働く場ができたと、こうい
うことがありました。 
 地域の異業種交流の中でも、こういう交流
っていうのは基盤技術支援センターだとか、
そういうセンターを立ち上げたことによって
なし得ることなんだなというふうに思って、
こういうものも一生懸命支援していきたいと
いうふうに思ってます。 
 それから中国との交流のお話が出ました。
なかなかむずかしいよということでしたけれ
ども、私は市長になる前は商工会議所の会頭
だったんですけれども、視察団で中国へ行き
ました。あるメンバーから隔離されて、工場
のようなところに連れていかれまして、見本
をいっぱい並べられて、「きょうはいくら買っ
て帰るんだ」というふうに談判されまして、
大変驚きました。「あなたはこれを買って帰っ
て、仕入れ権を持って帰れば、地域へ帰って
大財閥になれるよ」というふうなことでした
けれども。 
 これは友好都市契約をしておりますから、
向こうは簡単に特区扱いでものを出せると。
よって、日本だってそうやって受ければいい
んだというような、安易なお話があったんで
すが。なかなか物が安定して供給していただ
けるのか、品質の管理がキチッとできるのか
等々、商売上の問題がわからなくて、商社の
方に相談したら、「おまえたちはそんなことや
んないで、商社に任せた方がいいよ。しばら
く横で見てなさい」と言われておりますが、
交流がなかなかむずかしかった。 
 それからもう一つ提案を受けたのは、黄河
のほとり、姉妹提携、友好都市契約をしてい
る三門峡というまちですが、友好都市契約を
した時は人口２０万ぐらいでしたが、翌年合
併して１２０万になりまして、いまは２００
万を超す、１０年ちょっと、２０年弱でそん

なまちになりましたが、技術提携、ジョイン
トベンチャーを組む提案を受けたのは、ミネ
ラルウォーターでありました。 
 中国は当時ミネラルウォーターが非常に少
なくて、これからだと言われました。で、こ
の会社をつくり上げようというふうに言われ
ましたけども、条件を折衝している間で、「自
分のところは水を出す。おまえのところは資
本金と機械を持ってこい」と言われまして、
これはなかなか合う話じゃないなと思って
（笑）、これは組めませんでした。 
 翌年、３年後に行ってみたら、人口２００
万の中でのミネラルウォーターの独占企業に
なっておりまして、カナダの会社が組んだそ
うですが、もの凄く儲かったそうです。私た
ちの商売センスはこんなもんだったのかなと
思って、残念に思いましたけども、いまから
では間に合わなかったということでありまし
て、残念なことには、私たちは組む時のノウ
ハウがないなというふうなことをつくづく思
っております。 
 いまでもアメリカの姉妹提携している所と、
教育、文化、芸術は毎年のように民間レベル
で行ったり来たりしてますが、商売のお話に
なるとなかなかうまくいかない。と言うより
も、私らがビビってるほうが多いのかなとい
うふうに思ってますが、何かこれから突破口
ができるかなというふうに思っております。 
 で、中国のことなんですが、私ども地域か
らも、かなり中国のほうに出てる企業が増え
て参りました。来月、地域の経済団と一緒に
深 のほうを回って、また見て参りますけれ
ども、２年半ほど前に行ってつぶさに見てき
ましたけれども、ある人に言われたら、「もう
そんなデータ古いから、首長はだいたい３カ
月に１回ぐらいは中国事情を調査しておかな
ければ、東アジアに対抗するためのいい戦略
なんか組めるわけないよ」と、お叱りを受け
ました。６月に行くつもりがＳＡＲＳで行け
ませんでしたので、チームを組んでこの１０
月に行って、またつぶさに見て参りますが、
地元からも出ております。 
 まあ、いろんな事情がわかってきましたけ
れども、実は、私、前に、随分数多く台湾に
行っております。家族や近所の人から、台湾
にしょっちゅう行くと、すごく評判が悪かっ
たんですが、「何しに行ってるんだ」というふ
うに言われましたけれども、当時、青年会議
所の仲間が台北にいましたし、その方が某金
融機関のナンバー２でありました。台湾の方
ですけれども。それから企業のトップの方も
いました。その人たちの交流が非常に楽しみ
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で行きました。 
 いま、それが、深 、東莞に出る時に、大
きなコネクションになっております。北上か
ら行ってる人は、その方たちの支援、スポン
サー、あるいは交渉、そういうことの力を得
て成功しております。単独で行った人も相当
いますが、７割は帰りたがってるんじゃない
かなという噂を聞いてまして、今回また行っ
て、また勉強して参りますが、やっぱり人脈、
そういうことがある意味では大きかったかな
と。で、私たちが若い頃につくった人脈も、
意外にいま頃役に立ってるなと思って、ある
時は自慢をさせていただいたりしてるところ
です。 
 それから、もう一つ。これは何とかうまく
いきそうなんですが、地元に大きな企業が来
ております。そして外国に物を出しておりま
すが、成田だとか沿岸の通関をする前に、内
陸通関基地、インランドデポを企業の利便性
のために誘致しようという運動を、数年前か
らやりました。大変苦戦をしましたけれども、
一つ一つ実ってきました。 
 あるところが先月から大量に物を通してく
れることになって、保税蔵置所をつくりまし
た。夕方５時で税関の事務は閉め切りますけ
れども、私たちは時間外開庁をお願いしまし
て、手数料は北上市が援助いたしております。
そして企業が出荷される物、５時以降に受付
をして通関をしてもらって、夜中に成田に運
びます。よって朝一番に中国に飛び立ちます。
いままで午後にしか飛び立たなかったところ
を、朝飛び立つようになりました。たかが半
日ですが、たかが半日の勝負は大変大きいん
だそうであります。 
場合によれば、中国の倉庫がいらなくなる
ということになったら、これは得策じゃない
の、というふうに税関にも申し上げて、許可
をしていただきまして、今後の応援をお願い
しましたけれども、やっぱりこんなことも企
業においでいただいて、あと、一緒になって
次の利便性を求めたり、支援をするというこ
との一つの例になったのかな、というふうに
思ったりしているところであります。 
 まあ、いろんなことがありましたけれども、
やはり職員と一緒になって現場をいろいろ周
りながら、様々な意見交換をすることが、ま
ちづくりのためには大変重要なことじゃない
かな、というふうに思ったりしてます。 
 ちょっと長くなりました。ビデオの補足の
つもりでお話をさせていただきました。 
 
荒田荒田荒田荒田 ありがとうございました。大変生々し

い話をいただきました。ありがとうございま
した。市長。最後にご紹介いただいた内陸税
関の話は、これは、小泉内閣の特区制度を活
用されたということですか。 
 
伊藤伊藤伊藤伊藤 いや。特区の制度とインランドデポの
制度と２つございましてね。インランドデポ
の制度は、数字を積み重ねていって、何年か
猶予を経て、ある目標に達すれば、制度とし
て認められますが、それまでは保税蔵置所だ
とか、各工場、企業の中に求めることができ
ます。それがある数字になりますと、インラ
ンドデポ、内陸通関基地として認められて、
大蔵のほうから、税関のほうから人が常駐す
るような。いまは出張で来てもらって。 
 特区を申請するとなれば、いま時点の目標
値をクリアーしていかなきゃいけないと。あ
る数字があります。そうすると、これは主に
扱い量と金額だと思ってますが。港から２５
キロだとか１００キロだとかっていうひとつ
の規制がありましてね。それがクリアーでき
るっていうのが特区だろうというふうに思っ
てますが、インランドデポでもその辺のとこ
ろは、わりと規制をゆるめてお認めいただけ
るケースがあるようです。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。さて、
続いて南さんに、この８月に実際に北上にも
行っていただいたわけですけれども、大横浜
市役所にいらっしゃったお立場から、（笑）こ
の北上の事例を見られて、どんなことをお感
じになりましたでしょうか。 
 
南南南南 はい。大横浜市っていうのは人口が最大
なだけで、いま３５３万人ですかね。市とし
ては一番大きいわけで。その分やっぱり図体
が大きくて、なかなかうまく施策が展開でき
ないというような悩みもありまして。まあ、
そんなことで、先ほどの提言の中の、首長直
轄組織ですとか、戦略性だとかっていうふう
に申し上げたわけです。 
 ただこれは、私、北上市に行って、また市
長さんのお話を伺い、また商工課の方々にご
案内いただいて、これで実は先ほど申し上げ
ましたように、一つの仮説を崩されたと思い
ました。 
 つまり、一定の専門的な戦略を立てたり、
施策をやり、海外との交流で、というような
ことだと、これだけの人材だとか基盤ができ
るのは、おそらくある一定の規模以上、つま
り中核市レベル、数十万規模の自治体でなき
ゃ、なかなか人材が確保できないんじゃない
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かと思ってたんですね。 
 ところが、北上市、もちろん行った時から
そうだったんですけど、やはり１０万人以下
でもできてますし、また同じような規模でも、
例えば福井の鯖江市ですと、メガネで大変有
名ですけど、あそこもたしか１０万そこそこ
だと思います。そういった意味で、もう人口
の規模の問題ではなく、つまりもうビジョン
の問題だということが非常にはっきりしたわ
けであります。 
 従いまして、これも横浜においても、別に
これはビジョンをはっきりさせようと思えば
できるわけで、この重要性がよくわかったな
というとこが第一であります。 
 で、実際に行ってみるっていうことは、ほ
んとにこれは貴重な体験だと思いましたが、
北上市が、これは全国で最大っていうか、最
も成功した企業誘致の市であるっていうこと
はもちろん知っていたわけですが、実際に行
ってみますと、これが様々な波及効果を生ん
でいるというのがよくわかりました。 
 つまり、工業を誘致すると農業まで盛んに
なってしまったって言うんですね。最初はビ
ックリしたんですが、実は就業の場が確保で
きることによって、次男坊、三男坊の方、昔
風に言うとですね、いわゆる出稼ぎに、都市
部、大都市部へ出なければならない人を、地
元で雇用ができる。となると、いまの農業は
ほとんど第二種兼業農家と言いますか、一定
の時期を除くと週末でもできるというような
ことがありますので、つまり企業に勤める方
にとってみると、農業も両方できてしまう。
つまり、それによって農地の荒廃が防げて、
却って農業の出荷額も上がってしまったとい
うことなんで、これは非常におもしろい現象
だなっていうことを思いました。 
 それから、市長さん、大変いまは苦戦して
るっておっしゃってるんですが、これは全国
の工業団地その他に比べると相当に恵まれて
る。つまり、北上市に立地したメリットが企
業に浸透したお陰で、企業がそれぞれ不況対
策として国内の工場を集約する時に、なんと、
その場所として北上を選ぶと。つまり、日本
全体としては工場の数が減る中で、北上の中
には集約した工場として増えてくるという現
象もあると。まあ、これがずっと続くかどう
かはちょっとわかりませんが。基本的には、
その地域の一つの特性をキチッと活かして、
最大限にそこをうまく重点的にやった場合に、
波及効果が相当大きいんだなということがよ
くわかりました。 
 もちろんこれは、農業の生産額にしても、

それから不況の時の工場の集約化にしても、
あらかじめビルトインされたというか、戦略
的に組んだとは思いませんけれども、結果と
してそれがキチッと有効に働いているってい
うことをきちんと認識して、さらにそこを進
められると。 
 つまりそういった中で、岩手大学との金型
の技術センターということで提携をして誘致
もしてますし、それから基盤技術交流センタ
ーということで、その地域の企業にとって必
要な工業試験設備を、市の独自のお金でもっ
て用意してるんですね。 
 ご承知かと思いますが、工業製品の様々な
試験の場合、各県、都道府県の単位には工業
試験場っていうのは公設試験場がありまして、
かなりいい設備が整って、そこでいろいろ試
験をして認定をするわけですね。これを市の
段階で置くっていうのは、相当大都市でした
らありますけれども、人口９万２０００人の
北上市に置かれているっていうのは、これは
やっぱりビックリしたことでありまして、中
には億単位の機械までも設置してある。 
ただ、これのもちろん利用率そのものは、
他に比べれば悪いんですが、たしかに数える
ほどしか使われてないこともありましたが、
これがあるという安心感は、企業にとっては
大変なものですし、また、こういった支援を
してくれるということ自体が、やはり企業に
とっていい材料になって、さらに評判を呼ん
でるんじゃないかな、というふうに思いまし
た。 
 そういった意味で、やはりその地域の特性、
それから地域としてこの物づくり、企業誘致
で生きていくんだっていう姿勢で、もうトッ
プ以下、先ほどおっしゃっていただいたよう
に、ほんとに工場、企業を回り、その要望を
聞いていく。常にそれをチェックしていくと
いう姿勢は、やはり大変なことだなと思いま
すし、非常に聞いてて当たり前のことをやっ
ているように見えて、実はやってるところが
少ないから、北上市がずっと全部集中してい
るわけですから、そういった意味では、やる
べきことをやるっていうことは非常に大切な
ことだし、大変むずかしいことをよくやられ
てるなっていうのが実感でした。 
 もう一つ最後に、これは私、非常に感銘を
受けたことなんですが、市長さん、こうした
非常に明るく、気さくにお話をなさってて、
「私のモットーは」ってことで、「仕事は明る
く、楽しく、わかりやすく進めるんです」っ
ていうことをおっしゃってました。この「わ
かりやすく」で非常におもしろかったのは、
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人口増加につなげる施策を、各部に全部宿題
として出させてると。もちろん福祉部でした
ら保育所の整備だとか、例えば商工課でした
ら工業の誘致っていうのはわかるんですが、
たぶん土木部だとか教育委員会だとか、衛生
部だとか、もう全部の部署に、人口を増やす
にはどういう施策を打つのかっていう観点か
ら、いま企画をまとめさせてるっていうよう
なことをおっしゃいました。これは非常にわ
かりやすいテーマ設定だと思うんですね。 
 そんなことで、いろいろとこちらのプロジ
ェクトで考えてたことが、北上市に行って随
分と参考になった。やはりキチッとした戦略
というか、きれいな戦略的ものは立てなくて
いいんですが、こだわり、こだわり、こだわ
りで、ずっとわかりやすく話を進める。それ
でトップも職員も一丸となって進めてる。こ
こには非常に感銘を受けましたし、なかなか
易しそうでいて、できるものではないな、と
いうことを実感したわけでございました。以
上です。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。では、
続いて西澤さんにお伺いしますけれども、き
ょうのテーマのポイントがだいぶ浮かび上が
りつつある、というふうに思うんですけれど
も。西澤さんは各地のこうした産業振興を支
援されてるお立場から、この問題をもう少し
一般化していった時に、どんなことが言えそ
うか、お話を続けていただけますでしょうか。 
 
西澤西澤西澤西澤 はい。私はこの２０年ほど、ずっと産
業地域と、そこで展開されておられる地域の
産業政策、といったものに関わってお仕事を
させていただいたり、あるいはずっと注目を
してきたということから、いまのお問いかけ
について少し述べさせていただきます。 
 産業地域と言ってもいろんな地域があるわ
けでございまして、特に私が関心を持って見
ているのが、工業の集積地域であります。で、
工業と言ってもいろんなパターンがあります
が、その中でも特に関心を持って注目してい
るのは、機械工業の集積地域であるというあ
たりからの考え方、というふうにご理解いた
だければというふうに思います。 
 なぜ機械工業の集積地域かということであ
りますけれども、マクロ経済ベースで、日本
の商品貿易で、輸出の７割が機械機器である。
これはこの十数年、バブルがあろうとも、弾
けた後であろうとも、とにかく７割以上が日
本の輸出力を支えている機械機器である。そ
ういった機械機器を産出している、支えてい

る重要な存在が、中小企業であるということ
であります。 
 中小企業はどういった存在かというと、地
域にカッチリと存立基盤を持って、地域と仕
事をし、生活をしていく存在である、という
ふうに私は理解をしております。したがいま
して、地域の中小・中堅企業の役割というも
のに、非常に注目をしているということにな
ってくるわけであります。 
 そういった日本全国の産業地域を見た場合
に、機械工業の集積地域っていうのは、やは
り全ての地域が抱えているわけではなくて、
やはり特徴的な所がそれぞれ浮かび上がって
参りますよね。そんな中で少し、今回の北上
のケースを含めて、どういう状況が見られる
のかということを申し上げます。 
 まず、北上市さんの工業振興を中心とした
地域産業の取り組み。この十数年、１０年近
くのこの取り組みっていうのは、よく言われ
ているのは、外発型であるという話がありま
す。で、それに対して、お隣の花巻が奮発を
して内発型でスタートした。これ、非常にわ
かりやすいロジックなんですが（笑）、たぶん
もう、このロジックは古いなというふうに私
は感じておりまして、きょう、市長さんが、
「うちは外発型の地域振興云々」というお話
をされたら、「それ、市長、古いんじゃないで
すか」と言おうと思っていたんですが（笑）、
さすが、次のステージに入られておられたと
いうことであります。 
 実は、そういった従来の地域振興のわかり
やすいパターンというのは、外発型、内発型
含めて、現実的にはもうかなり、状況、周り
の状況が変わっている中で、そのロジックが
崩れてきている。あるいは崩れて、次のもの
をつくらなくてはいけない状況になっている
というのが、まず私の基本認識であります。 
 その時に北上市の地域産業振興の状況とい
うのは、いま市長さんからご発表いただいた
ように、たぶん次のステージ、次の段階、次
の局面をどういうふうに切り開くかというと
ころにも意識を向けて、現場から可能性と課
題を抽出して、これからは一つの戦略、ビジ
ョンを固めていこうという段階にある、とい
うふうに認識をしております。 
 その時に、どう考えたらいいのか。いろい
ろ考え方はありますけれども、いろいろな要
素が出てくると思います。これ、内発、外発
はもう使えないかというとそうじゃなくて、
内発型なのか、オア、外発型なのかではなく
て、内発アンド外発の話、両方だろうという
ふうに思います。というのは、北上の歴史を
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見ると、そもそも何もない市町村境、もっと
言えば歴史的には県境地域、国境境であった。
何にもなかった。貧しい農村地帯であったと
いうところからスタートされているわけです。
外発型で一つのかたちをつくられ、成功して、
産業集積を形成された。もう一定の集積は、
すでにできている。 
  内発か外発かということよりも、内発と外
発が両方できる状況の産業地域というのは、
北上以外に機械工業集積地域ってみんな持っ
てんじゃないですか、というのは、私の考え
方につながるわけであります。 
 それで、例えば、この点、大都市圏の工業
集積地域、代表的に言われるのが、大田区で
すとか、墨田区ですとか、東大阪と言われま
す。ここにおいてもいまのお話と同様に、次
のステージ、どういうふうに自分たち産業集
積を高めていくのかということが、いま非常
にもだえています。おおむね大都市圏の工業
集積地域の場合は、小規模企業がたくさん、
濃密に狭いところにいっぱい集まっていて、
そこで濃密な企業同士のネットワークが組ま
れている。そこで一品多品種少量物、試作物
を、非常に早くまとめられることかできる、
なんて言うのがいままでの通説でした。 
 でも、これもそうなんですけど、こればっ
かりを追い求めたって、大田区の産業集積は
次のステージに展開できないということが、
私も思いますし、すでに政策マンの人たちも
気づいています。これはかつて言われた大田
区の評価であって、たぶんもう１０年の間に
変質しています。 
 もっと言うと、そういった濃密なネットワ
ークをつくって、仲間回しと称される仲間同
士の取引関係をスムーズにやるという仕組み
は、先代の社長がバブル経済、高度成長期を
含めてつくり上げた生産システムである。そ
ういった社長たちも高齢化して、だんだん引
退の段階です。周りの環境ももう、右肩上が
りで、ある部分では量産が出るなんていう話
は、大都市圏の場合はなくなってきている。
その時に、かつての仕組みのままに、古い仕
組みをそのまま持っていても、これはうまく
活用できません。むしろそれをベースにして、
次のステージ、どんなフィールドで大田区の
産業集積の持ってる物を、活躍できるフィー
ルドを探すかというのが、いまの最大のテー
マになっているわけであります。 
 そんな時に、やはり大田区の場合も、いま
までの発想は内発型だったんですね。地域内
に持っているネットワークという、地域内資
源をいかにうまく使うかっていう話でしたが、

やっぱりこの大田区だって、外発の話できる
わけですよ。北京や中国からの試作物を受注
しようとか、ある段階では貿易を促進するた
めに、どんどんそういう関係ありそうな展示
会には、国際展示会、出ていこうとかいうよ
うな動きを始めているわけです。大田区とい
うところ、大都市工業小規模企業の集積地域
でも、外発型の施策だってできるということ
の、一つの私は証ではないかというふうに考
えています。 
 じゃあ次の段階で、そうは言うけど次の外
発論の展開、あるいは内発論の展開、どうい
うふうな視点を持って各地域でお考えになっ
ていったらいいのか、ということが問われる
んではないかと思います。これについては、
外発論、外側の産業地域、地域にとって外側
の経営資源、産業資源を活用する、導入する
といった話は、やはり今後も普遍的な手法と
して生きると思います。ただ、やり方が違っ
てくる。 
 こんな話があります。産業のまちネットワ
ーク推進協議会という、東日本を中心とした
産業集積地域、いま２３都市だと思いますが、
基本的には係長級くらいの方たちより下の方
たちの、産業政策を担当している若手の職員
の研究会です。一番現場に近いところにいる
人たちが、この７、８年ずっと研究会を続け
ておりまして、初期の頃はこんな話だったん
ですよ。地方圏の産業集積地域と品川、大田、
川崎のような大都市圏の産業集積地域。どん
な話をしたか。私も数年間おつき合いをして
ますので、経過がわかってるんですが。 
 地方圏は、「このネットワークを使うことに
よって、大都市圏から企業を抜いてこよう」。
ね。外発型の話ですよ。（笑）「誘致するチャ
ンスをつかみたい。だから産業のまちネット
ワークに入りました」なんて言うわけ。（笑）
大都市圏のほうは、ほら、「そんなことのため
にこのネットワークを使われちゃたまらん。
うちの企業は出すまいよ」なんて話で、少し
お互いの視点が外発論、旧来の外発論で産業
のまちネットワークがスタートしたんですが、
これ、基本的に国内産業の枠組みの中だけで
話をしていたので、そういった論理展開にな
りがちだったということで、ちゃんと彼らも
気づきました。 
 いまはどうなっているかというと、むしろ、
そういった産業地域間の競争と連携の仕組み
をもっと濃密にしていこう。それぞれの個性
を高める競争をしながら、お互い補完できる、
あるいは政策を連携させて、さらに信用でき
る部分を求めていこうじゃないか、という狙
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いに変わって参りました。 
重要な視点が、海外、きょうのテーマであ
る海外に発生している需要と、産業集積地域
をどう結びつけるか。やはり同じ関心を持つ
ようになりました。その時に、一都市だけで
はなかなか多様な海外需要を吸収するわけに
いかないし、ということなので、少し国内で
競争しながら連携していく産業地域で、海外
の需要を日本で仕事をしますよというかたち
で取り込もう、なんていう話をスタートする
ようになってきているわけであります。 
 同時に、対内投資についても、こういった
産業集積地域があるよということを、対外的
なアピールをしていくことによって、地方圏、
大都市圏に投資を引き入れよう、なんていう
活動が始まっているわけであります。これ、
たぶん新しい外発論の展開の一つのスタイル
なんだろう、こういうふうに思うわけであり
ます。 
 きっとそういったかたちで、むしろ外発論
的な基本的な考え方は、対外的な競争力、日
本の地域の対外的な競争力をどうやって高め
ていくのかといったものが、外発論の一つの
展開の方向ではないのかというのが、現在の
私の考えでありまして、いま、伊藤市長さん
からのインランドデポの話なんていうのは、
もう、極めてその話であろうということがわ
かったわけであります。 
 それと、誘致に関しても、対外的な誘致、
国内で企業がぐるぐる回るなんていう時代は
終わったとおっしゃいましたけど、たしかに
かつてと比べればトーンダウンしてきている
はずです。日本企業が日本国内でどんどん投
資をして、いろんな所に工場なり事業所を建
てるという話は、かつての状況というのは、
しばらくもう戻らないと考えていいと思いま
す。 
 そしたらどうするか。きょうのテーマです
が、外側から投資を引き入れる。対内投資を
どうするか。地域のみなさんのところでどう
するんですか、いうことであります。これは
先ほど伊藤市長もおっしゃっていたように、
税源、アジアで盛んにやっている土地代タダ
にします、税制の優遇措置やります、なんて
ことなんかやったって、彼らにとっては全然
魅力じゃないと思います。むしろ、「物づくり
を高度化していくための環境は、非常に日本
はいいですよ。湾岸地域最高ですよ。ね。物
づくりを高度化していくための拠点として最
高ですよ」いうような売り込み方を、是非、
地域側から高く売り込んで欲しい、というこ
とであります。 

 また、「わが地域は現地化する時に非常にや
りやすい所で、ローカライゼーションをやる
にいい所ですよ。他の地域と比べて、うちの
ほうが、海外の企業さんなり従業員さんにと
ってすごく現地化しやすいとこですよ」なん
ていうのも、きっと売り込みの一つの殺し文
句になるんじゃないかな、というふうに思い
ます。そんなことで、一つは外発論の展開と
いうのは、そんな対外的な流れの中で、地域
産業政策の中に組み込んでいく、という方向
が考えられます。 
 もう一つ、内発論の展開。じゃあどういう
方向があるのかということであります。これ
はもう、きっと、これも一言に尽きるんじゃ
ないかと思います。各日本の産業地域、集積
地域のやるべきことは、集積の高度化をはか
ることしかない、というふうに思います。高
度化っていうのは、使い古されて何のことか
わからない言葉ですが、私は次のように思っ
てます。機械工業をベースとしていますんで、
その面では、まず高技術を追求する。高い技
術。高品質を追求していく。高生産性を追求
していく。高付加価値性を追求していく。こ
の４つのものを追求していくっていうのが、
やはり地域産業の高度化ということにつなが
る、ということでありまして、この努力を、
やはり綿々と続けていくのは、やはり日本に
ある産業地域の宿命でもあり、使命でもあり、
役割だろうというふうに思います。 
 これをいかにしていくのか、ということで
ありまして、これをやっぱり担っていくのは、
大企業もある部分担えるんでしょうけれども、
やっぱり地域に根ざした中小・中堅企業はこ
のジャンルをやはり目指していく、あるいは
その主役になっていくんだろう、というふう
に思います。 
 そういった地域の中小企業が発展、成長す
るパターンとして、きょうのレポートの中で、
お示ししてございます６ページにある中小企
業の新しい類型。地域の中小企業が成長する
に従って海外に市場を拡げていく。事業フィ
ールドを拡大していく。その結果、国際中堅
企業になっていくといったことを、地域側も
しっかりと応援していくということでありま
す。これが一つ、私は内発論の次の進化形で
はないのか、というふうに考える次第であり
ます。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。さて
宮脇さん、お待たせいたしました。いま自治
体は、いろんな面で変わらなければいけない
という課題をいっぱい抱えながら、このテー
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マにも取り組んでいるということだと思うん
ですが、よく言われるＮＰＭ（ニュー・パブ
リック・マネージメント）とか、ガバナンス
とか、そういう新しい発想が入っていく中で、
この産業振興というテーマ、どんなふうに考
え方を変えていったらいいか、そんな観点か
らお話しいただければと思うんですが。 
 
宮脇宮脇宮脇宮脇 はい。それでは地域の産業政策、経済
政策というところの、基本的なところを整理
をさせていただきたいと思います。総論と各
論的に簡単にご紹介させていただきたいと思
うんですが。 
 やはり地域の産業政策の場合に、根本にあ
るのは、一つはグローバル化という、いまま
でお話が出てきている問題に対して対応して
いくということは、非常に重要なことだと思
うんです。ただ、グローバル化という問題は、
ご承知のように、地域経済にとってみますと、
画一化ですとか、同質化っていうのを非常に
大きく進めていってしまうという、そういう
問題が出て参ります。ですから、いまの西澤
さんのお話の中でも、内発・外発というお話
がありましたけれども、グローバル化という
ことが経済全体で進んでいくのであれば、そ
のもう一つの車輪としてリージョナリズム化、
つまり地域価値という、そういったものに対
して、徹底的にこだわっていくという部分が、
もう一つ地域の産業政策としては、絶対必要
になってくるということだと思います。 
 このリージョナリズム化というのは、もう
少しわかりやすく言うと何なのかということ
なんですけれども、一つはやはり、地域内の
循環構造をどのようにしてつくるのか、とい
うことだと思います。自治体のみなさんの中
で、やはりお困りになられているのは、産業
誘致をしても、その所得ですとか成果という
のが地域内に留まらない。地域内に発生して
こないといったようなことも、よく起こって
くると思うんですね。もちろん、それがいま
の行政区画のままでいいかどうかとか、そう
いう議論はあると思うんですけれども、少な
くとも、地域の中で、一定の地域の中で循環
をするという構造をつくっていかなければな
らない。 
 そのことは、いままでご議論がありました
技術ですとか、人的資源ですとか、あるいは
資金といったものに、全て共通すると思いま
す。例えば技術でも、大企業ベースでグロー
バル化に乗せることが最適な技術と、それか
ら地域ベースで中小企業が適応すべき技術と
いうのは、明らかに違うわけでして、その辺

の、要するに住み分けというのが、いままで
あまり行われてこなかったというところがあ
ります。 
 ですから、先ほど南さんが言われた点です
けれども、北上市が今回の企業リストラの中
で、地域的に生産拠点というところでの集積
化というのを進めてきた、一つの成果をもた
らしましたという、お教えいただいたわけで
すけれども、例えばこれからご承知のように、
中国が元の切り上げですとかそういうことが
現実のものになってきた時に、日本とアジア
とアメリカの間の分業体制というものも、ま
た変わってくる。そうしますと、日本に対す
る生産ラインの再設置といったようなことも、
また一方では考えられてくるということにな
りますから、その時にどこに集積させますか
というのが、もう一つ、当然出てくるわけで
す。 
 そういう時に、地域の中でのそういう循環
要因というものをキチッとつくり上げておく。
あるいはそういう体力というものを持ってお
くということが、やはり必要だと思います。
しかも、これは小泉総理どうなるかっていう
のはわかりませんけれども、三位一体改革と
いったようなものが、本当にこれが制度化さ
れていくとして、税源などの移譲がされてい
けば、当然これは循環要因が強いところが、
その税源というところに帰着をしてくるわけ
ですから、そういったところも睨んでいって、
やはり考えていかなければならない。 
 それからもう一つは、そういった循環要因
の根底を支える資源の差別化だと思います。
経済特区等についても言えることなんですが、
経済特区をやって日本の国内で独占形態をつ
くっても、その根底がグローバル化の中に埋
没していけば、おそらくその経済特区という
のは、競争力がさほど強くないという状況に
なると思います。ですから、経済特区という
場合でも、その根本的な資源というのは、や
はり地域に根ざしていなければならない。 
 われわれ行政学とかやってる人間ですと、
地域のそういう資源というのを考える場合に、
行政と住民と企業という、この３つのパワー
関係を常に考えるわけです。これは言い古さ
れた言葉ですけれども、やはりいままでもお
話が出てきてますけれども、企業と行政のパ
ートナーシップ、これはいままでの依存関係、
第三セクターとかそういう関係ではなくて、
共に行動するというパターンですね。 
これは行政の方はおわかりいただけると思
うんですが、いままでのパートナーシップと
いうのは、行政は指示する人、民間は行動す
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る人、作業する人ってイメージが非常に強い
んですね。それだとやはり北上市のような成
果は出てこないわけで、共に努力をしてやっ
ていきましょう、作業しましょうと。北川さ
ん、三重県の前の知事の言い方をしますと、
これは共同じゃなくて共鳴するんだっていう
言い方をしますけれども、そういう行動形態
をつくっていかなければならない、というこ
とは言えると思います。 
 それは単に「官から民へ」といったような
ことではなくて、行政側にも一定の資源とい
うのは存在するわけですし、民間側にも資源
というのは存在する。じゃあ、それをどうや
ってマネージメントしますか。マネージメン
トすることによって、いままで地域では認識
されていなかった新しい資源というのが、そ
こへキチッと出てきますよという、そういう
ことだと思います。 
 ですから、先ほどお話がありましたけれど
も、ＮＰＭということだけではなくて、例え
ばフランスなんかのセム方式ですとか、いろ
んなやり方があるわけですから、そういうも
のを使って、官民連携というものを強くして
いくということは、当然必要なことだろうと
思います。 
 ただ、やっぱり最後は、資源の差別化の中
で重要なことは、これは市長も西澤さんも言
われていたことです。西澤さんは大学に来た
留学生の問題で言われてましたし、市長は一
番最後のところで言われてたと思うんですけ
れども、やはり地域の住民がそういう取り組
みに対して一体感を持てるかどうか。やはり
ここのところが最大の要因だと思います。そ
のことが持てる所は、非常に、先ほども市長
のほうからお話がありましたけれども、そこ
へ来た企業活動というものが定着をしていく。
ですからそういう所でないと、せっかく企業
誘致をしても、ご承知のように中国やアジア
との競争関係の中で、非常に不安定な地域運
営をしなきゃいけない、というかたちになっ
ていってしまうと思います。 
 ですから、私はやっぱり最終的には、この
住民というところのネットワークとの間の共
有と言うんでしょうか、そういったものが、
そういう戦略の中で存在しているかどうかと
いうところが非常に大きいと思います。そう
いう共有の中ではファーストベスト、つまり
なぜそれをするのか。何の目的でやるのか、
というのを明確化するということだと思いま
す。 
 先ほど、これも市長のお話の中で、人口を
増やすんだっていう、そういう話ですね。こ

れ、非常にわかりやすい。つまり、この政策
については、ファーストベストの価値観とい
うのは人口を増やすんだと。そうすると、お
そらく、市長としてもその目標を掲げた瞬間
に、非常に厳しいという場合もあると思うん
ですけれども、ただ、その政策の向いている
方向性というのは、非常にわかりやすい。し
かも一定の人口が一時的に増えただけではダ
メですよという、そういう話だと思うんです
ね。定着をしなければならない。ただ、これ
は、地域住民にとっても非常にわかりやすい。
そういうファーストベストの価値観というの
を、戦略の中で明確に見せていくということ
は、これは必要なことだと思います。  
 次に各論ベースの話なんですけれども、地
域的な産業政策、先ほどクラスターのお話が
ありましたけれども、北海道もクラスターと
いうのをずっとやってきてるんですけれども、
必ずしも成功していないんですね（笑）。やっ
てると言うんですけど、じゃあ、成果は何で
すかと言いますと、非常に限定的なものにな
ってきているわけです。ですから連携してい
ると言うものの、産学官が孤立をしていると
言いますか、そういった部分もないとは言え
ないと。 
 いろいろな壁というのはあるんですけれど
も、制度的ないろんな壁を一括してと言いま
すか、全部というわけにはいきませんけれど
も、かなり乗り越える方法としては、やはり
ＮＰＯを活用するというのは、一つあるわけ
です。 
 細かいところは省略いたしますけれども、
来年から、私ども国立大学も法人化されるわ
けですけれども、国立大学、あるいは公立大
学などと連携、民間が連携を取ろうととしま
すと、どんなにやっても、最終的には予算の
問題ですとか、そういった問題が、どこかで
必ずネックになってくるわけですね。そうい
ったものの受け皿として、ＮＰＯというもの
を一つ組織体として成立をさせておいて、そ
こに官と民から両方の資源を供給し合うと。
それで、ＮＰＯ組織そのものについては、こ
れはガバナンスを利かせておけばいいという、
そういうやり方です。ですから、そういう方
法によって展開をするということもできると
思います。 
 さらに、地域戦略の中で重要なことは２点
ありまして、これからは戦略的評価と言うん
でしょうか。戦略的な規格というものをどこ
がつくるかという問題だと思います。いま、
工業製品とか農業製品なんかで言いますと、
ＪＩＳとかＪＡＳとかいうのがあるのは、も
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うご存じのとおりであろうと思いますけれど
も、あれは国の外郭団体が、それを最終的に
は認定するというやり方をしています。これ
は単なる後付け的な認定であって、こういう
場合は戦略的とは言わないんですけども、グ
ローバルな中、あるいは地域の中で、戦略的
にある一定の規格化を行っていこうとする時
に、その評価をどこがやっていくのかという、
そういうものであります。 
 この時に、先ほど北上市の中でもございま
したけれども、地元の研究機関ですとか大学
というところが、一つの評価や規格というも
のの役割を担うということは、一つあり得る
話なんです。と言いますのは、日本ほどそう
いう研究や技術に関する評価機関と大学がた
くさん両立してしまっている国というのは、
ほとんどないわけですね。ですから地域バー
ジョンの規格というものが当然存在していい
わけですから、そういうものを形成する主体
というのは何なのか。これはおそらく行政と
大学と、あるいは民間企業、住民というとこ
ろが連携を取っていかないといけない。これ
は工業製品だけではないと思います。ソフト
系でも当然それは存在しているということで
す。 
 それと最後は、これは技術流通のマネージ
メントをどうするかという問題です。せっか
くそうやって差別化された技術ですとか、必
ずしも大企業ベースでは有益性のない技術が
成立をしてきたとしても、それを流通させる
ことに対するマネージメントというのが、日
本の場合にほとんど欠落をしてしまっている
と。 
 国ベースで、よく特許権の流通、特許の流
通のマネージメントっていうのを、いま特許
庁なんかが一生懸命やるんですけれども、こ
れ、特許権というのはご承知のように、排他
性と言って、それは他の人がやっちゃいけま
せんよという、そういう性格づけの権利です
から、これを流通に乗せるというのは、あま
り有効性を持たないというのが基本的な考え
方です。 
 ですから、技術というものについて、どう
やって地域発のものを流通に乗せていくのか。
その上に立って最終的にそこに特許ですとか、
権利保護といったものが成立をすることは、
これは構わないわけです。そのことによって、
地域の差別化された地域の循環要因というも
のを定着させていく。住民のネットワークと
いったようなもの、これがまず一つ。で、そ
の地域の差部化をするわけですが、さらにそ
こから生み出されてきたそういう技術、こう

いったものをどうやって規格化し、流通マネ
ージメントをしていくのか、といったような
ところが、これからの大きな課題だし、そこ
は非常に、ある意味で言いますと有望な部分
であろうというふうに思います。 
 やはりそういった戦略を考えていく場合に、
これは一般論になるんですけれども、よく言
われることは、「政策を間違いました」ってい
うことがよく言われるんです。一定の問題に
対して「政策を間違いました」。ただ、こうい
う構造変化や環境変化の大きな時には、一定
の問題に対しまして、それに対する解決策と
いう答えを出しているのが政策なんですけれ
ども、政策を間違えた、答えが間違ってるん
じゃなくて、解決するべき問題を間違えてる
という場合が結構あるわけですね。 
 ですから、やはり、先ほど市長がいろんな
企業を回られてと言われてましたけれども、
やはり問題抽出のところで非常に矮小化して
しまっていて、違った問題に一生懸命解答を
出しちゃってるっていう場合が、かなりあり
ます。ですから、そういうところを変えてい
くということももちろん必要ですし、一方で、
これはきょうの趣旨と若干違っちゃうかもし
れないんですが、敢えてきょうの趣旨をもっ
と拡げていくための留意点としてお聞きいた
だければ、戦略的な政策ほど固定化しやすい
んですね。戦略的というのは、場合によって
は非常に成果が見えづらい、判定しづらいと
いう場合があります。そういうものほど、行
政の中では固定化しやすいです。 
 ですから、先ほど市長のほうから「敢えて
見直すんだ。戦略を見直すんだ」という話が
ありましたけれども、やはりこういう戦略的
な行動を取る時には、最終的にいつ見直すの
か。どういう条件で見直すのかというのは、
政策レベルではやはり決めておく必要性があ
ると思います。最終的には失敗は「失敗しま
した」。おそらく、先ほど申し上げたような住
民ネットワークがキチッとしてれば、その失
敗は受け止めてくれるという。 
 ベンチャーに融資をして全部成功するよう
だったら、これは心配ないわけで（笑）、九十
何パーセントは失敗するというのが、民間企
業でも当然なわけですね。ですから敢えてわ
かりやすく言えば、ベンチャーに融資をする
というのは、「ほとんど失敗しますけどいいで
すね」っていうことが、やっぱりある程度地
域合意がないといけないわけで。ただ、そう
いうものもいまの環境の中でつくっていくと
いうことが、地域政策を非常に強くしていく、
そういう要素にはなると思います。すいませ
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ん。以上です。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。いま
のお話の中で、北海道の産業クラスターの話
が出てきましたけども、私も年に何回か北海
道に行きますんで、ここ数年、北海道が産業
クラスターに非常に熱心に取り組んでいると
いうのは知っておるんですけれども、道内を
いくつかのブロックに分けて立ち上げていこ
うという時に、出てくる話が、結果として、
例えば観光関連クラスターとか、あるいは食
品加工クラスターとか、何か隣とあんまり変
わらないような話にばっかりなってしまって
いるという意味で、南さんがビジョンという
お話がありましたけど、そのビジョンを研ぎ
澄ますことのむずかしさというか、これはや
っぱりなかなか一筋縄にはいかない状況があ
るんだろうと思います。そこに西澤さんがお
っしゃられた、内発、外発という話もあれば、
伊藤市長さんがおっしゃられた現場主義とい
うものの大切さもやっぱりあるんだろうな、
というふうなことを感じながら、聞かせてい
ただきました。 
 さて、お約束のように、残り時間がだいぶ
限られてきましたので、ここから先は質疑に
できるだけ時間を当てたいというふうに思い
ます。それで、まず、前半の提言内容に関す
る質疑ということでご質問を受け付けたいと
思うのですが、会場にマイクを用意しており
ますので、お手をお挙げいただいて、ご所属、
お名前をお聞かせいただけたらありがたいと
思いますが、いかがでしょうか。 
 あっ、はい。マイクをお持ちします。 
 
宮川宮川宮川宮川 日本貿易振興会、宮川です。施策７の
中で、専門機関をつくるというお話がありま
したけれども。これちょっと、一つご質問で
すけども、例えば県に専門機関がある。また
市もある、といった時に、両方とも総花的な
同じような機能のものをつくると、いう例が
あるかと思うんですが、そういう時にお互い
に役割分担するとか、そういう事例が日本の
中にあるでしょうか、これが１点。もう１点
は、そういう時にいわゆる、いま総花的と言
いましたのは、経営支援とか経営指導とか技
術指導とか金融とか、だいたい同じように並
ぶんですけれども、その情報に特化した支援
機関というものは日本にあるでしょうか、と
いうのが質問です。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。施策７ということでしたので、
これは南さん、ご説明いただいたところです

が、南さんと西澤さんで、もしお答えいただ
けるようだったら、いかがでしょうか。 
 
南南南南 こちらで専門機関というか実施機関のこ
とを申し上げまして、例えばそれぞれの自治
体が産業振興何とか財団だとか公社だとかい
ろんなものを持って、たぶん仕事をしている
と思いますし、それから中小企業支援センタ
ーだとかそういったことで、たぶんその辺の
ご主旨かとは思いますけども。 
 おっしゃるように、特に県と市、特に一番
の問題は、たぶん県と政令市との関係だと思
います。現実的にはほとんど役割分担という
のはなくて、個別にそれぞれ進めているとい
うのが現状ではないかなと、私自身は思って
おります。ただ、これは、いわゆる法定設置
型、あるいは一般的な設置型では、当然のこ
とながら役割はかぶってしまいますし、それ
ぞれ独自にそれぞれのお客さんを抱えていれ
ば、まあ、一応仕事をやったことになると、
こういうのがいままでのパターンでして。 
 こちらの施策７の中で、直轄組織とそれか
ら専門機関っていうのは、まさにその戦略的
なところで何をするかっていうことですね。
つまり既存の仕事の枠内の問題を越えて、そ
の地域としての産業戦略として何を持ってい
くのかといった時には、当然のことながら、
それに対するそれを進める専門の機関が、首
長直結で必要だろうというロジックです。 
 で、それがしっかりすれば、実は、いま現
存している中小企業センターだとか、制度融
資だとか、企業診断だとか様々な制度は、全
てそれは使えばいいだろうというとこなんで
すね。それに加えての、実は地域にとっての
大事なものを決めるという作業が一番大切だ
ということで、この施策７は申し上げたとい
うかたちにしております。 
 その意味では、役割分担は、たぶん県のレ
ベルでの戦略もありますし、市のレベルでの
戦略もありますし、それぞれの地域でやはり
考えていく必要があるんではないかな、とい
うふうに思っております。 
 この辺につきましては、ちょっといま抽象
的なお答えなので、非常にわかりにくいかと
思いますが、仮に、私が関わっているので横
浜でいくと、その横浜の京浜工業地帯に、先
ほど事例に挙げた、理化学研究所のゲノム総
合科学研究所かな、研究センターを誘致した
際なんですが、これは市と県とそれぞれに土
地の工面だとか支援策を出しておりますが、
それぞれにやはり、ちょっと違った立場で戦
略的な組み込みをしてます。 
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 特に市の場合ですと、そこに連携大学院を
つくって大学の機能を拡張させたもんですか
ら、このまま終わると、おそらくアカデミッ
クな研究で政府の研究投資が終わった時点で
終わってしまうであろうと。いまの政府の研
究投資が続いている間に、いかにバイオ関係
のベンチャーないしは企業集積を、その周辺
に進めるかということを一つの戦略ポイント
にしようと。となると、これは既存の様々な
インセンティブ、あるいはいろんな経済政策
とちょっとバッティングする部分があります
から、これは別個に、既存の経済部局で、経
済関連部局でやるには、ちょっと仕事として
は重いかもしれないなというふうに思ってま
す。 
 そういった意味では、事業本部制のような
もので、市長直轄の組織を立ち上げて、既存
の組織の中にさらに実施機関まで、そのバイ
オ、あるいはライフサイエンスに特化したも
のを設けてしまうというのが、一つのやり方
なんではないかなというふうにも考えており
ます。まだちょっとそこまでの事態には、実
施にまで至ってませんので、ちょっと抽象的
ですか。 
 あと、情報関連の……。じゃあ補足だけ。 
 
荒田荒田荒田荒田 西澤さんは補足はよろしいですか。 
 
西澤西澤西澤西澤 私のご質問の理解では、都道府県ベー
スでおやりになるような、こういう戦略プロ
ジェクトの実施スタイルと、市町村ベースで
やった時の専門機関と、いっぱいできちゃう
んじゃないかと。その辺どういうふうにお考
えですか、というふうに私は聞こえたんです
が。 
 これ、やっぱり決定的に違うのは、基礎自
治体は自分の地域をお持ちなんですよ。現場
をね。だけど都道府県っていうのは持ってい
るようで（笑）持ってないようで、自分の現
場というのは、きっと、私は非常に見えにく
い行政範囲だと思っています。 
 そういう意味においては、この仕組みは、
私は市町村ベースの中で、ある戦略プロジェ
クトを集中的に効率的に動かす時に、こんな
仕組みが望ましいんではないのかというふう
な提言、というふうに考えている次第であり
ます。  
 
荒田荒田荒田荒田 ご質問の方、よろしいでしょうか。は
い。それでは他に、この提言内容に関するご
質問ということではいかがでしようか。もし、
ないようでしたら、お手元の黄色い冊子のう

しろにですね、お問い合わせ先等は明記して
おりますので、それは別途責任持ってお答え
をさせていただきますので、また後ほどお寄
せいただければと思います。 
 ということで、ディスカッションの中での
今後の論点みたいなことで、またご意見・ご
質問があれば挙げていただきたいと思うんで
すが、いかがでしょうか。 
 もしなければですね、私は、いまいただい
たご質問、実は大変重要な問題を含んでるよ
うに思うんですけれども。要は、これから地
域の産業政策なりやる時に、その主体は誰か
っていう話が必ずあると思うんですね。市町
村なのか都道府県なのか。もっと言えば民間
事業者というふうなことだって入ってくるわ
けでありまして、この問題をどう整理するか
というのは、実は結構大事なことではないか。
また、この関係自身が、いま大きく変わり始
めているんではないかという気もするんです
が。 
 例えば伊藤市長さん、その辺の県との、お
そらく岩手県との関係、大変うまくやりなが
ら進めてこられてると思うんですが、そのあ
たりのお取り組みはどんな感じなでしょうか。 
 
伊藤伊藤伊藤伊藤 はい。例えば企業誘致の観点から申し
上げますと、何て言うんですかね、岩手県で、
まあ、こういうこと言っていいのかな……、
企業城下町みたいなかたちをつくっていいの
かどうかって議論があります。ですから、一
業種に偏って、いい時はいいんですが、未来
永劫にということになれば、なかなか問題も
出たなということもあります。 
 私どものまちは、非常にバラエティーに富
んだ業種、まあ、物づくり、さっき機械の関
係が多いと言われましたけれども、いまにし
て思えば非常にバラエティーに富んでいる企
業誘致になったなと。当時の首長、あるいは
担当者が、こういう業種、こういう業種とい
うふうにバランスを考えてつくったとすれば、
すごい考えだったんだなと。いま、偶然にこ
ういうふうになったとすれば、ラッキーだな
と、実は思ってるんです。 
 しかし、これからは県のほうともいろんな
ことでディスカッションをしますけれども、
まあ、こんな企業があればいいね、こんな企
業があればいいねという、相対的な配置のバ
ランスは研究します。しかし現実は、来るも
のを拒まずというふうな、もう非常に引き合
いがむずかしくなってくれば、そういう理想
通りにいけるかどうかっていうことは、かな
りむずかしくなってきてるな、というふうに
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思っておりますね。ただやっぱり、一つの理
論を持って、一つの目標を持って動かないと、
やっぱりまちづくり、企業誘致でさえもバラ
バラになりますので、この辺の情報交換はし
ょっちゅうやってます。 
 いま私のほうは、いままでは物づくりを中
心にものを考えてきましたけれども、未来型
のものがどうあればいいかなということが一
つ。未来型産業。それから、非常に最近の流
れの中で、例えばコンビニが非常に増えてき
ました。そういう中で、そこに物を供給する
食品加工のところなんかが増えてきました。
運ぶ流通・物流の仕組みが増えてきました。
そうすると、地方の拠点が欲しくなったね、
という流れが随分出てきました。これは１０
年前にはなかった流れだというふうに思いま
すので、非常に近いかたちでの、未来産業的
なものを一つ取り入れていこうということが
あります。 
 それから、私どものまちでもそうなんです
が、物をつくるところは優先的においでくだ
さい。出したゴミはどっか行って処理してく
ださいというのが、あるいは多かったかもし
れません。しかし、やはり企業が出す廃棄物
については、その地域で出された物は、その
地域がキッチリ処理をしてあげなきゃいけな
いということになれば、環境型の企業もご誘
致することは大変重要なことだなと、数年前
から思いました。 
 そんな関係で油を処理する関係、あるいは
木材を処理する関係、産業廃棄物を処理する
関係の企業においでいただきました。これは、
非常に環境型の企業といっても、いまの企業
の技術はすばらしい企業が多いですから、周
りにご迷惑掛けるような企業はほとんどない
ということで、心配ないというふうに思って
ます。そんなようなまちづくりをしていけば、
おいでいただける企業も余計な心配をするこ
とがないのかな、サポートになるのかな、と
いうふうに思ってます。 
 それで、いろんな議論が出てきますけれど
も、政策を決める場合には、その内容によっ
てプロジェクトをその都度組んでます。これ
は大学の先生が入ってもらったほうがいいな、
民間から入ってもらった方がいいなというか
たちのものは、すぐそういうかたちにします
し、それから部内から、部だけでやるもの。
それからヘリコプター人事をやってやるもの
というふうなかたちに組み替えておりますが、
庁内の中には、やっぱりこれからの将来計画
を立てる部があったほうがいいんじゃないの
かと。市長直属のチームを組んだ方がいいん

じゃないのかなという議論もいましてますが、
結論はまだ出してません。 
 私は、その時その時でフリーにつくった方
がいいのかなという部分もありますし、むし
ろ優秀な人材をピックアップしてくるよりも、
各部に置いて仕事させていったほうが、総合
力として強くなるんじゃないのかなというふ
うな部分もあって、ちょっと迷ってますけど
も、もう一つは、いろいろ困った時は先生方
にお願いするのも一つの手だな（笑）という
こともありますしね。まだちょっとその結論
を出すまで、時間がかかるかもしれませんけ
ど。そんな進め方をしています。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。宮脇
さん、いまの点、いかがでしょう。そういう
役割分担みたいな話になろうかと思うんです
が。 
 
宮脇宮脇宮脇宮脇 はい。このことを考えるにあたっては、
やはり地域産業政策を、これから自治体で主
体的にある程度行っていくということは、一
方で産業政策に対するリスクですね、リスク
の対応力というのをつけていかなければなら
ない。いままでは国が中心となって産業政策
をやって、それに対するある程度の失敗とい
うことに対しても、財政的にある程度補填を
するということが、まあ、全部ではないにし
ても可能であったという、そういうところが
あったと思うんですが、分権の中で自分たち
の自治体での地域政策をキチッと考えていく
ということになりますと、そのリスク対応、
リスクに対してどれだけ対応力の強い産業構
造を持っていくかということが、大きな課題
になると思います。 
 問題はそのリスク対応ですね。いろんな業
種のもの、あるいは違ったレベルのものを持
てば持つほど、多様性がありますから、ある
意味で言いますと、そのリスク対応というの
がしやすいということは、たしかだと思うん
です。ただ、それをどこの単位で行うかって
いうことが非常に重要で、基礎自治体の単位
で行うのか、それとも道州制なのか都道府県
なのかって、そこでちょっと微妙なところが
ありますけれども、より上位のところでそれ
を行うのか。戦略的にですね。これは非常に
重要なところだと思います。おそらく、全部
の基礎自治体でこれをやったならばフルセッ
ト型になりますから、非常に過当競争なり、
コストの高い構造をもたらしてくる危険性が
あるわけです。 
 ですから、これはある程度、主体は私は基
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礎自治体だと思います。主体は基礎自治体だ
と思いますけれども、基礎自治体とその上部
の、都道府県なり道州という単位になったな
らば、そこがやはり連携を取って、一定の地
域の中でリスク対応力を持つネットワークを
形成する以外ないと思うんですね。そのこと
によって初めて、何かの大きな経済変動とか
何かが起こった時に、地域間での補完という
のができるようになるということですから、
私はこれはどちらか一辺倒ということではな
くて、基礎自治体が中心ですけれども、より
広域での、おそらくリスク対応的な産業政策
っていうのがあるんだろう、というふうに思
います。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。南さ
ん、西澤さん、付け加えられるような点がご
ざいますか。はい。 
 
西澤西澤西澤西澤 私も宮脇先生の基本的なお考え方、非
常に賛成でありまして、私はこういうふうに
見ています。都道府県と市町村の地域産業政
策を見る視点の違い、一番大きい違いは何か。
基礎自治体である市町村のほうが、ミクロ経
済に一番近いってことですよ。自分の地域の
企業の社長さんとか、企業の現場に一番近い
のは、基礎自治体なわけですから、たぶん基
礎自治体が担っていくべき地域産業政策は、
ミクロ経済をいかに活性化していくのか、と
いった部分に、かなりウエイトを置いた政策
展開を担われることが、私は望ましいと思っ
ています。 
 これに対して都道府県の視点から見ると、
各基礎自治体のお持ちの地域産業集積の色合
いがよく見えるでしょう。自分の地域の産業
集積地域を見た時に。ここは機械工業、何が
強いな。こっちは機械工業だけど電子系だな
とか、いろんな、あるいは農業にしても、そ
のようにきっと濃淡が見えやすいのは、都道
府県ベースの産業政策を立案する時の視点だ
と思います。 
 そうした時に、都道府県の中の産業地域が、
どこがどういう分野で優位性を持っているの
かという判断は、それぞれの基礎自治体では
なかなか見えにくいわけですので、その辺を
都道府県ベースできちんと判断をしていただ
いて、アドバイスを基礎自治体に送っていく
という役割を、私は期待をしたいと思ってい
ます。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございます。南さん
はよろしいですか。 

 
南南南南 ちょっと観点が違うのと、大変古い話で
恐縮なんですが、実は北上市に行って、その
翌週に、私の大学は浜松にあるもんですから、
その近所の、近所って言うと変ですが、掛川
市を中心としたその地域の市町村の集まりが
ありまして、首長さんだとか議会の議員さん
に、「何かまちづくりで話をしてくれ」と言わ
れまして、ちょうど非常にホットだったので
北上市の取り組みを話しまして、「こんなに感
銘を受けました」というお話をしたんですね。 
 実は静岡というのは、そうは言っても非常
に豊かなところでして、どこの市町村を見て
も、あんまり（笑）ゆったりとして、随分の
んびりとした感じがあったんですが。例の掛
川市長の榛村市長は大変有名な方なんですが、
「やっぱりなかなかおもしろい人で、非常な
意地悪な質問なんですけど」ってお断りにな
りながら言われて、「実はそれは北上市の例も
あるし、あちらこちらで、すごくそういった
産業政策だとかっていうのは例があるけども、
私が呼ばれるのは北海道の山奥だとか何とか
で、何にもないところに呼ばれて行って、『一
体うちは何したらいいでしょう』って言われ
るんですけど、そういうところに対する解答
はなんかないんですか」なんて言われたんで
すね。 
 これは参っちゃいましてね。どうしようか
なと思ったんですが、大変古い話をヒョイッ
とその時に思い出して紹介したんですが。例
の大分県の一村一品の話だったんですね。実
はもう２０年ぐらい前ですね。実はその、ち
ょうど平松知事が本を書く２年ぐらい前です
か。ちょうどはしりの時に、私、横浜市役所
にいまして、若手の研究グループで、一緒に
ずっーと視察旅行のようなかたちで見てきま
した。 
 やはり行って非常におもしろかったんです
が、あの時におもしろいと思ったのは、中津
江村にも行ったんですね。あそこは例のカメ
ルーンを呼んで、ワールドカップの時に大変
有名になったところでして、あのお陰で、い
まだにずっと全部、合宿その他で、練習施設
は予約で満杯らしいんですけれども。 
 あの時では、２０年前は鯛生金山っていう、
あそこは金山が、閉鎖された金鉱があったん
ですが、そこを松本清張の小説、何だったか
ちょっと忘れましたが、なぞらえて観光施設
をつくって、たしか１７００人ぐらいの村民
がいる中で、年間の観光客、十数万人稼いで
たというようなことで、非常におもしろい地
域だったんですね。 
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おそらくそういった開発、外から人を呼ん
でくるノウハウの蓄積が、２０年後にやっぱ
りカメルーンを呼んできちゃったんじゃない
かなと。しかも、それの演出その他も、別に
演出したかどうかはわからないんですが、や
はり人を迎えるという、あのなんか温かさは
北上市にも共通しているかもしれませんが、
非常にアピール度が高かったっていう気がし
てます。 
 もう一つは大山町というところです。ここ
は山の中でして、当時、農業基本法の、昭和
３０年代の時に米作りを大々的にやって、県
からも指導が入った時に、敢えて反して、ま
ちの予算の３分の１を梅と栗の苗木につぎ込
んで、最初は枯れたらしいんですが、人材も
たしか農業指導員で１０人ぐらいをバイク部
隊で抱えて、米作りを一切やめて、栗と梅だ
け植えて、「梅・栗植えてハワイに行こう」と
かっていうキャッチフレーズで、当時として
は珍しく、町民の３分の１がパスポート持っ
て、実際にハワイに行っちゃったと。つまり
米よりも単価が高いもんですから、自分たち
の土地にあった農業生産はこれだということ
で、自分たちで考えたと。 
 この時にはやはり、町役場で、もうずっと
幹部職員、職員が一生懸命農業基本法を勉強
して、これは絶対にこの地域ではダメだって
いう結論を出して、あえて県、国からの指導
に反してやってしまった。しかも独自財源で
ということなんですね。 
 ちょっと話長くなりまして恐縮ですが、い
ま、その２つのまち、きちんと私が見てるわ
けでもありませんし検証してませんが、やは
り何か、その地域の産業政策っていうのを考
える時に、自分たちの持ち分は何なのか。で、
徹底的にやっぱり世の中の流れを議論して、
自分たちで考えたというとこが非常に感銘を
受けまして、たぶんその辺は、いまでもひょ
っとして貫く根本的な思想なのかもしれない
なというのを、伊藤市長のお話を聞きながら
もそう思いました。以上です。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。だい
ぶ時間が予定の時刻に近づいておりますが、
せっかくの機会ですので、もしどなたか、何
でも結構ですので、この機会にこういうこと
を聞いてみたいというのがあれば。あっ、ど
うぞ。じゃあマイクをお持ちします。 
 
福島福島福島福島 世田谷区政策企画課の福島と申します。
うちの区なんかだと、いまの話と全然違って、
もともと住んでる人はほとんど区外に勤めて

ますし、区外で買い物をしてもしょうがない
と思っていたわけですが、経済が傾いてくる
中で産業振興策はやはりやってるわけですけ
れども、どうも効果がないのにお金だけ流れ
ていってるっていう話にもなってますし。リ
ストラされて退職した人が収入のないまま、
みんな国庫へ流れ込んできたり、生保の方が
増えたり。それから農地が手放されると、ど
んどんどんどん宅地化されていって、悪い意
味で住環境が変り、人口が増えるってなった
り。高齢者・障害者の就労についても、外郭
団体で抱えてることの歪みが目立ってくると
いうようなかたちで、リスク対応の話がさっ
き出ましたが、そういうことがしきれなくな
ってきているとこがあります。 
 そこで、産業振興と言っても、企業を誘致
してくるという話よりも、ほんとにコミュニ
ティービジネスみたいなかたちで、実体経済
っていうよりはシャドー経済みたいなものに
近いのかもしれないんですけれども、お金の
フローだけでなくて、雇用っていっても大し
たことでなくてもいいんですが、生き甲斐を
持って高齢者・障害者が勤められるとか、寝
たきりの予防になるとか、そこで、そん中で
経済が循環していくというような話のほうが、
むしろ私どものところにとっては重要って話
にもなってきます。 
 きょうの話をそういう角度のところにぶつ
けてみた時に、どういう切り口が見えてくる
かということを、何かヒントを教えていただ
ければと思います。 
 
荒田荒田荒田荒田 じゃあ、宮脇さん、お願いします。 
 
宮脇宮脇宮脇宮脇 私もその点ずーっと考えておりまして、
今回のこの話っていうのは、やっぱり産業誘
致っていうところに非常に大きなウエイトが
あって、それは非常に重要なことだと思うん
ですね。 
 ただ、都市部の中では、もう産業誘致なん
かできないっていうところがあって、そうい
うところに対してどうするのかということな
んですが、いまのご指摘でありましたように、
地域の中で、コミュニティーで不足している
ものは何なのか。いまのコミュニティーの中
で供給されていないものは何なのか。これは
われわれの言葉で言いますと、住民のウォン
ツと言いますけれども、表面化したニーズで
はなくて、そのコミュニティーの中で非常に
困っている、まあ、コミュニティーがあるか
ないかっていう議論があるんですけれども
（笑）、ちょっとそれは置いておきまして、住
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民サイドで非常に不足をしている。しかしそ
れは経済ベースではなかなかカウントできな
いっていうものが、現実にはあるわけですね。 
 そういったものについて、やはり掘り出し
ていくっていうことが必要で。ただそれは企
業ベースの経営には乗らない。場合によって
は乗るものもあるかしれないんですよね。場
合によってはあるかもしれません。しかしお
おかたのものは乗らない。乗らないのであれ
ば、コミュニティーの形成の中で、お互いに
そのサービスを供給し合う。やっぱりそうい
う仕組みというのをつくっていくと言います
か、それがコミュニティーを強化をしていく、
あるいは住民の基礎的なネットワークを強く
していくという、そういうことはあると思い
ます。  
 ですから、貨幣的な価値によっての経済成
長ではなくて、経済規模の拡大ということで
はなくて、非経済的なところでの地域の質を
良くしていく。そういう政策というのは、当
然これはあるんだろうと。 
 例えば、先ほど北海道のお話が出まして、
何もないところはどうするんだって。最後、
やっぱり住民がいるわけですね。住民がそこ
に、基礎自治体の強さっていうのは、最後、
住民がいるってことですよね。住民っていう
のは資源なわけです。その住民の中に、やっ
ぱり何らかのウォンツっていうのは必ず隠れ
ているわけです。そういうものを、いままで
は財政支出によって負担をしたりしてしまっ
たわけですけども、それをコミュニティー相
互扶助みたいなかたちで何かできないのか。
あるいは財政的に若干負担をすることによっ
て、それに乗れるような民間企業っていうの
は出てこないのか、どうなのか、といったよ
うなところというのは、またきょうの話とは
少し違った角度、あるいはだぶっているとこ
ろにあると思いますけれども、それは非常に
重要なところだし、最終的にはそれが、リス
ク管理の中で一番根底の部分をなすのかもし
れないと思います。 
 ですから、いまやってる生活密着型事業の
創出とかって、これいろいろやっていますけ
れども、ああいう中で実際やってみると、い
ろいろおもしろいものが出てくるんですね。
ですから、そういうものの中で、こういう一
定のネットワーク、地域ネットワーク型に成
り立つものは何なのか、ということを抽出し
ていくってことは、ご指摘のとおりで、非常
に重要なことだと思っています。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。そし

たら、ちょっともう残り時間が限られており
ますので、最後にパネリストそれぞれみなさ
んから、まとめみたいなかたちで、きょうの
この問題を、これからみなさま方に考えてい
ただく上での、何かキーワードみたいなかた
ちで、それぞれ１分ぐらいでコメントをいた
だけたらと思うんですが。順番をどうしまし
ょう。早い者勝ちでもよろしいんですが（笑）。
じゃあ、南さんから、よろしいですか。 
 
南南南南 このプロジェクトに関わって、私自身が
非常に自分で考えを新たに、新たにって言う
か、確信を持てるのは、ここにももちろん、
先ほどの提案発表の時にもありましたけれど
も、物ではなくて人に投資するということで
ありまして。もちろん物に投資するのは当た
り前のことで、投資をするんですが、必要な
物については。人に投資するっていうのは実
に安いんだなっていうふうに思いました。  
 例えば真田さんがおっしゃったように、ほ
んとに優れたコンサルタントを、仮にほんと
に、その評価をどうするかっていうのは別と
しまして、ほんとに優れた人でも、おそらく
３０代とか４０代ぐらいだったら、２０００
万円、年収を保証すれば、誰でも来てくれる
んじゃないか。例えば自治体で雇用するとか、
外郭団体で雇用すると。 
 そうすると、この２０００万で、では何が
一体ハードウエアとしてできるのかというと、
土地が、都市部では、特に都市部ですと、２
０００万で買える土地は非常に小さいし、２
０００万円でできるようなインキュベート施
設になんていうのは、ほんとにどうにもなら
ない。と思うと、その２０００万で人を雇っ
て、たぶん５社でも１０社でもうまく経営が
できると、空き、空き……何て言うかな、ビ
ルの空き部屋にそこの企業が入居したりとか、
却って非常に投資効果が大きいんじゃないか。
まあ、一つのこれは仮説はでも、あくまでも
「優れた人」といった意味なんですけど。 
 そういった意味では、いまの日本の中でも、
賃金の格差その他いろいろ言われますけども、
年功序列型ではなくて、業務対応型、あるい
は成果重視型の賃金でいくと、１０００万、
２０００万っていうのは、非常に安い投資な
んだなっていうのを感じたことがあります。 
 もちろん全てに当てはまるわけではないん
ですが、いままであまりにも、とにかく人を
削り、全て外注に出すって言うんですが、実
は意外と安い投資が人間なのではないかとい
うような感じがしています。もちろんその一
方では、高い人件費を払って、誰でもできる
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ような仕事っていうのは、自治体の場合多く
の職員を抱えてますから、これは退職者の不
補充を嘱託員で替えてみたり、ＮＰＯへの委
託をしてみたりっていうことで、どんどん削
減すべきだと思うんですが、肝心要は、やは
りキチッと人を雇わなければいけないな、と
いうふうに思います。 
それともう一つは、いままでの自治体の中
では、財政難の中で、リストラ、リストラ、
リストラ、削減ばかりなんですが、これを続
けていって、いくらいい行政改革できたとこ
ろで、やっぱり２０年後、３０年後を睨んだ
中で、どういうふうにこのまちが発展するの
かということの投資を怠ったら、絶対未来は
ないなって思いまして、その意味ではこのや
っぱり産業政策という意味できちんと見た、
２０年、３０年を睨んだ、それこそプロの視
点による、きちんとした立案、企画が必要な
んだというふうに思いました。 
    
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございます。じゃあ、
順番でよろしいですか。西澤さん。 
 
西澤西澤西澤西澤 はい。順番で心していました。本日の
このシンポジウムのとこの基本テーマが、海
外需要と地域経済の活性化ということであり
ました。それを考えた時に、私は、地域経済
の主役、誰なのか。やっぱり地域に存立して
いる中小・中堅企業である、いうふうに私は
考えます。いろいろご意見があり、私はそう
考えるわけですが。そういった地域の中小・
中堅企業がやはり国際中堅企業になっていく、
そういった国際中堅企業を地域から次々と輩
出していただくといったことを、地域産業政
策で是非サポートをしていただきたい。ある
いは国際中堅企業へ成長するような環境を、
地域内に整えていただくことが、私は重要だ
というふうに思います。 
 きっと世田谷区の中にも、じっくりお探し
になって拝見をされると、こういった物づく
り以外でも、国際中堅企業に成長するポテン
シャルを秘めた会社さんというのは、必ず存
立しているはずだと、私は思います。 
 これを実行するためには、やはり地域産業
政策において、政策の発想のパラダイムの転
換というのは、必ずどこかで必要だと思いま
す。既存の地域産業政策の中小企業政策では、
いまの話はなかなか乗らない話です。国際中
堅企業をサポートするっていう話はですね。 
 その意味ではきっと３つ重要な点があって、
トップの決断力。リーダーのリーダーシップ。
これが問われるんだと思います。たぶん地域

の対外経済政策を位置づけるなんていう話は、
トップの決断以外の何ものでもない。２番目
は、やはりそういった政策を実行する地域の
職員の方たちの、産業政策マンがプロになっ
てもらう。コロコロ人事異動で動かしていた
だかなくて、最低１０年はその仕事をやって
いただく、なんていうことだと思います。３
番目が、自治体側から国の既存制度に常に改
革を迫っていくという、この私は３点だろう
というふうに思いました。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。では、
お願いします。 
 
宮脇宮脇宮脇宮脇 私は、やはり根本的には地域における、
いま流に言いますと、顧客満足度を最大にす
るっていうことが必要だと思います。ただ、
その時に、顧客満足度を上げる主体は行政で
はありませんということです。行政ももちろ
んその一つではありますけれども、その地域
におられる住民、それから企業というのも、
顧客満足度を上げる主体であって、単なる満
足を受ける主体ではありませんという。そう
いう地域がキチッと共有、意識が共有されて
いけば、自ずとその地域というのは差別化が
されていく、そういうふうに思います。 
 それから、もう１点だけ付け加えますと、
南さんのほうから、人材確保について２００
０万、３０００万という。いまの自治体の財
政状況ですとか、公務員制度でいくと、なか
なかそれむずかしいですよっていう場合もあ
ると思うんですけれども、そういう問題も、
先ほど申し上げましたＮＰＯというのを使う
と、ある程度これ、克服できるんですね。組
み合わせると。で、そういうかたちで、私ど
も大学なんかでも、高い給与を払って人を呼
んでこないといけないっていう場合が（笑）
これから生じますので、そういうかたちでの
柔軟性を持たせるとかいろんな工夫はありま
すので、是非そういうこともチャレンジして
いただければと思います。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。では伊藤市長、お願いします。 
 
伊藤伊藤伊藤伊藤 はい。ちょっと違った観点から申し上
げますと、私どもは合併して１３年目になり
ましたけど、また合併議論が出ています。こ
れはいい機会だなと思っています。このまち
は、私たちのまちは、どういうまちになれば
いいのだと。そうすると、どうしてこう成長
してきたかなということを、もう一回復習す
ることになります。そうすると、どこが弱く
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てどこが強い。そして、何をこれからやれば
いいのかという議論を、住民と一緒にやるこ
とになれば、理解度が増して、まちづくりが、
具体的な提言をした場合に、理解力が増して
くるということになってますので、そんなこ
とをやっていきたいということと、それから
職員と常に話していますけども、「行政ってい
うのはどうも１０打数１０安打を打たなけれ
ば、失敗を許されないというように言ってま
すが、イチローだって松井だって、３打数１
安打を打ったら、海外で通用するじゃない。
もうちょっと発想を豊かにして行動すること
によって、３打数１安打の中が、将来大きな
ものに結びついていたら、ぼくはそのほうが
いいと思うよ」と言うと、会計あたりから、
「いや、うちは１０打数１０安打」だと。「そ
れはお金は間違えないでよ」って議論になり
ますが、やはり行政ももっともっと行動力を
出してやるようなかたち、そして「失敗して
もいいんだよ」というような……、「失敗して
もいいんだよ」なんて言ったらいけないのか
な、おそれずに大胆な行動をしていくことが、
様々な分野でいろんな実に結びつくのじゃな
いのかなと思ってますんで、私たちはそんな
ことをこれからも一生懸命やっていきたいと
いうふうに思ってます。 
 
荒田荒田荒田荒田 はい。ありがとうございました。最後
にもうお１人、提言発表で熱弁をふるってい
ただきました真田さんが、ちゃんと会場にい
らっしゃいますので、最後によろしくお願い
します。 
 
真田真田真田真田 一言だけ申し上げたいと思います。ち
ょっと視点を変えましてですね。いまの世界
経済を考えた時に、グローバリゼーションで
すね、考えた時に、やっぱり金融に絡む情報
っていうのはとても重要だと思うんです。儲
けてなんぼですよね。海外との絡みが出てく
ると、為替相場が必ず絡んで来るわけですよ
ね。為替相場が一つ違うと、大儲けできるか
もしれないけど、大損するかもしれない。そ
ういう危険性があるわけです。海外のいろい
ろな情報っていうのは、金融から入ってくる
場合が多いわけです。 
 そこで申し上げておきたいのは、ちょっと
違う視点で、一つだけ追加で申し上げておき
たいのは、みなさまの基礎自治体、あるいは
広域自治体のみなさま方の各部署に、世界経
済、金融情勢がわかる専門家を必ず置いてい
ただきたいということ。そこが非常に重要な
ポイントになってくると思いますよ。 

 いままでこういう議論をさせていただきま
したけれども、そうやって一生懸命産業の目
をつくってやっていっても、最終的に為替が
変わってダメになっちゃう。あるいは海外の
企業にパクッと食べられちゃう。そういう危
険性っていうのは常にある。いま、韓国、そ
ういう状況なんですよ。台湾も、いま香港経
由で中国資本が入ってくるって危険性がある
んですよね。それと同じようなことが、この
国でも起こりうるんではないかなと思うんで
す。 
 ですから、金融の情報について、もっと基
礎自治体、広域自治体のみなさま方もセンシ
ティブになっていただきたいっていうことを、
追加で申し上げておきたいと思います。 
    
荒田荒田荒田荒田 真田さん、ありがとうございました。
それからパネリストのみなさん、ありがとう
ございました。きょうお集まりのみなさまの
問題意識に、どこまでお答えできたかわかり
ませんけれども、私どもとしましては、この
提言、そしてきょうディスカッションしたよ
うなことが、少しでも多くの地域で具体化す
ればというふうに思っております。きょうは
この東京の霞が関にお集まりをいただいたと
いうことなんですけども、もしご要望があれ
ば、私ども、全国どこにでも出かけていって、
きょうの議論の続きをして、是非具体的なも
のを生み出したいというふうに思っておりま
すので、是非、そういう方がありましたら、
お声掛けをいただけたら大変ありがたいとい
うふうに思います。長時間おつき合いをいた
だきまして、ありがとうございました。（拍
手） 
 
司会司会司会司会 本日は、最後まで長時間にわたりまし
てご参加をいただきまして、ありがとうござ
いました。本日の提言内容につきましては、
またすぐにＰＨＰ総合研究所のホームページ
のほうにアップして参ります。また、何かお
問い合わせ等ございましたら、ＰＨＰ総合研
究所第二研究本部までよろしくお願いします。
本日はどうもありがとうございました。 
                （終了） 
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